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第１ 日 時  平成２３年１１月１５日（火）自 午後１時００分 

                      至 午後４時１８分 

 

第２ 場 所  東京地方検察庁会議室 

 

第３ 議 題  民法（債権関係）の改正について 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○鎌田部会長 それでは，予定した時刻になりましたので，法制審議会民法（債権関係）部会

の第３５回会議を開会いたします。 

  本日は御多忙の中を御出席いただきまして，誠にありがとうございます。 

 

  （委員の自己紹介につき省略） 

 

○鎌田部会長 本日の会議の配布資料の確認をさせていただきます。事務当局からお願いいた

します。 

○筒井幹事 事前送付資料として，部会資料３３－１と３３－５を送付させていただきました。

これらの資料につきましては，後ほど関係官の松尾，笹井，金，亀井から順次，説明いたし

ます。この部会資料３３ですけれども，これは全体として枝番号の１番から７番までで構成

されております。３３－１から３３－７までです。このうち，本日の議事で直接必要となり

ます３３－１と３３－５に限って事前送付をいたしました。また，部会資料３３の枝番号２

から４までにつきましては，既に部会メンバーには電子データを送信済みであります。残り

の部会資料３３の枝番号６と７，これは契約各則の論点について寄せられた意見をまとめた

ものですけれども，これについてもできる限り早期にお手元にお届けできるようにしたいと

考えております。よろしくお願いいたします。 

○鎌田部会長 よろしいでしょうか。 

○佐成委員 今，この資料について御説明いただきまして，非常に大部のものを効率よくまと

めていただいて大変有り難く思っておりますが，実際，これを拝見しますとかなり要約され

ている部分とか，簡略化されている部分もあろうかと思います。もし，要約の過程で漏れた

部分と言いますか，脱落した部分があった場合は個別に意見を申し上げるという形でよろし

いのでしょうか。それはどういう取扱いになるのでしょうか。 

○筒井幹事 寄せられた御意見について，事務当局における要約が必ずしも適切でなかった場

合の手直しという御趣旨でしょうか。 

○佐成委員 そういうことが仮にあった場合に，個別に対応していただけるのかどうかという

ことです，あるいは我々とは限りませんけれども，公開されたときにもしかしたらどなたか

からそういった申出があり得るのではないかと思いまして質問をさせていただきました。 

○筒井幹事 そういった問題がありましたときには，個別に御相談いただきたいと思います。

後ほど関係官からの説明があるかもしれませんが，部会資料３３の原資料といいますか，今

回のパブリックコメントの手続で寄せられた全ての意見については，本日の会場にもその全

てを運んできておりますけれども，事務当局において保管しておりますので，部会メンバー

から原資料を見たいという要望がありましたときは，いつでもお見せすることができる体制

を整えております。今回，パブコメの結果報告のために用意しました要約の部会資料は，全

ての原資料を部会メンバー全員に配ることが分量的に余りにも現実的でないことから，より

容易に参照していただくための便宜として用意したものです。できる限り原資料である御意

見の趣旨を損ねないで要約しようとしたために，むしろ分量の絞込みが不十分であるという

御指摘もあろうかと思いますが，そういう位置付けのものという御理解いただければと思い
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ます。ただ，要約が不適切であるといった御指摘がありましたら，個別に御相談いただきた

いと思います。 

○佐成委員 ありがとうございました。 

○鎌田部会長 ほかにはよろしいでしょうか。それでは，よろしくお願いいたします。 

  審議に先立ちまして，私のほうから分科会に関する御報告をさせていただきます。前回ま

での審議におきまして，条件及び期限，期間の計算及び消滅時効に関する論点の一部につい

て，分科会で補充的に審議することとされました。これらの論点の中には，固定メンバー以

外に手続法の先生にも加わっていただくことが考えられるものがあり，その日程調整を行い

ました関係で，消滅時効に関する論点は第２分科会で，条件及び期限，期間の計算に関する

論点は第３分科会で，それぞれ審議していただくことといたします。それぞれの分科会長を

始め，関係の委員，幹事の皆様にはよろしくお願いいたします。 

  本日は，民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理について実施されましたパブ

リックコメントの手続の結果報告と，それに基づく意見交換をしていただくことを予定いた

しております。具体的な進め方といたしましては，まず，部会資料３３－１に基づいて意見

の提出状況などの全般的な事項の報告とともに，民法（債権関係）の改正に関する総論的な

意見の概要を報告してもらった上で，意見交換をしていただこうと思います。 

  次いで，部会資料３３－５に基づいて，７月開催の第３０回会議から前回の第３４回会議

までにおいて，既に御審議いただいた論点に絞って寄せられた意見の概要を報告してもらい，

必要に応じて補充的な審議をしていただこうと思います。部会資料３３－５に掲載されてい

る項目のうちで本日の会議で取り上げますのは，「第２８ 法律行為に関する通則」，「第

２９ 意思能力」，「第３０ 意思表示」，「第３２ 無効及び取消し」，「第３３ 代

理」，「第３４ 条件及び期限」，「第３５ 期間の計算」，「第３６ 消滅時効」の合計

８項目です。本日の会議では積み残しを出さないようにしたいと思いますので，休憩までに

は少なくとも「第２９ 意思能力」までは審議を終えたいと考えております。よろしく御協

力をお願いいたします。 

  それでは，まず，部会資料３３－１の「「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点

整理」に対して寄せられた意見の概要（総論）」について御審議いただきます。事務当局か

ら説明してもらいます。 

○松尾関係官 それでは，パブリックコメントに関する全般的事項及び部会資料３３－１につ

いて御説明いたします。 

  今回のパブリックコメントの募集には，団体１１６団体，個人２５３名からの意見が寄せ

られました。限られた時間の中で多くの意見をお寄せいただいたことにつき，御礼を申し上

げたいと思います。 

  部会資料３３に関する注意事項については，部会資料３３－１の冒頭を御参照ください。

頂いた意見は非常に多岐かつ詳細でありましたので，要約の方法や表現振りといったところ

につき，不十分な点もあろうかと思いますが，何とぞ，御了承いただければと思います。な

お，先ほど筒井からも御説明を申し上げましたが，個別の意見につきまして原意見の内容に

ついて知りたいという御希望がございます場合には，事務当局まで適宜，お申し付けいただ

ければと思います。 

  次に，部会資料３３－１の概要について御説明いたします。 
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  部会資料３３－１では，民法（債権関係）の見直しに関する総論的な意見を取りまとめて

おります。総論的な意見としては，特に民法（債権関係）の改正の必要性について多くの意

見が寄せられました。 

  まず，国民一般に分かりやすいものにするという観点に関する意見を御紹介いたします。

この観点から，民法（債権関係）の改正の必要性を肯定する意見が多く寄せられました。具

体的には，判例法理や解釈によって補充されている部分が多いため，これを国民にとって分

かりやすい形で整備すれば，企業，個人の経済活動にとって非常に有意義であるという意見，

確立した判例法理を明文化すること等により，国民一般にとっての有用性が更に高まること

が期待できるという意見，法学教育に携わる立場から，民法典の分かりにくさを解消するこ

とが望ましいという意見などがありました。 

  これに対して，特に弁護士の立場から現在の民法が分かりにくいと感じることはないとし

て，この観点からの改正の必要性を疑問視する意見もありました。また，国民一般に分かり

やすくするという観点からの見直しは否定しないものの，詳細な規定を置くことによって，

かえって分かりにくくなる可能性があることに留意すべきであるという意見，判例法理の明

文化に当たっては，判例の射程に留意すべきであるという意見，例外的な事例に関する判例

を明文化することによって，その適用範囲が拡大するおそれがあると懸念する意見などがあ

りました。 

  次に，社会・経済の変化への対応という観点に関する意見を御紹介します。この観点から，

民法（債権関係）の改正の必要性を肯定する意見としては，情報技術の発展やこれに伴う無

体物を目的とする取引の増加などの取引形態の変化への対応の必要性を挙げる意見，諸外国

の法制やウイーン売買条約との整合性を意識し，市場のグローバル化に伴い増加する国際取

引に対応できるようにすべきであるという意見，将来の社会の構成原理の一つのモデルを示

す観点から，改正を検討する時期であるという意見，格差拡大への対応の必要性を挙げる意

見などがありました。 

  これに対して，民法が現代社会の取引に対応できていないとは考えられないとする意見，

ＥＵなどとの事情の違いを指摘した上で，諸外国の法制との整合性は重視すべきではないと

いう意見，現在のところ，国際取引において支障が生じていると感じられないから，市場の

グローバル化に対応するという観点からの改正の必要性を疑問視する意見などもありました。 

  他方，改正に反対する意見も寄せられましたので御紹介します。特に多く寄せられたもの

としては，現在，話し合われている方向では，会社法と同じように長い複雑な条文の法典と

なり，使いにくい民法典となりかねないから改正に反対するという意見と，現在は東日本大

震災の混乱状態にあるとした上で，民法改正については不要不急であるから凍結すべきであ

るという意見や，同様の理由から５年間程度，改正手続を中断し，その後に民法改正手続を

再開すればよいという意見でした。このほかにも，部会委員・幹事に研究者が多過ぎること

や民法（債権法）改正検討委員会との連続性が疑われることなどを理由として，民法（債権

関係）部会の委員・幹事の構成を見直すべきであり，現在の体制の下で改正作業を行うべき

ではないという意見もありました。 

  改正の必要性以外にも，今後の審議に当たっての要望や留意点について，多くの意見が寄

せられましたので御紹介します。 

  一点目は，東日本大震災への配慮を求める意見です。特に被災地の方々が十分な検討を行
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える状況にないことを踏まえて，今後の審議スケジュールを検討すべきであるという意見，

今回の震災に伴い生ずる法律問題について十分に検討すべきであり，一定期間をその検討の

ための時間に充てるべきであるという意見がありました。 

  二点目は，実務への配慮を求める意見です。具体的には，今後の審議に当たって多様な実

務の意見を聴取し，反映すべきであるとの意見，現行法を前提として，これまで安定して運

用されてきた実務を尊重すべきであるとの意見，学理的な見地のみから検討を進めるべきで

はないという意見がありました。 

  三点目は，改正の理念や目的に関する意見です。改正の理念や目的が示されないと，個別

の論点についての改正提案に対する評価ができないので，改正の理念等を明らかにすべきで

あるとする意見や，改正の理念や目的が分からないために，改正の必要性自体が理解できな

いとする意見がありました，このほか，消費者保護に偏った検討がされているのではないか

と懸念する意見がありましたが，他方で，民法の商法化を志向した検討がされているのでは

ないかと懸念する意見もありました。 

  四点目は，特別法との関係に関する意見です。特に消費者契約法との関係について多くの

意見が寄せられましたが，消費者契約法を民法に統合すると，消費者保護が十分に図られな

くなるのではないかと懸念する意見がありました。また，労働関係法規との関係については，

労働契約の特殊性や立法プロセスに配慮した検討を行うべきとの意見や，労働者保護を後退

させるような改正となることを懸念する意見などもありました。 

  五点目は，今後の審議スケジュールに関する意見です。民法改正が市民生活に与える影響

の大きさ，範囲が膨大であり，内容が複雑であることなどを踏まえて，十分な審議期間をと

るべきであるとする意見，パブリックコメントは今後，複数回行うべきであるとする意見，

今後のパブリックコメントの期間は，今回よりも長い期間，確保すべきであるという意見な

どがありました。 

  最後は情報公開の在り方に関する意見です。今回の改正が国民生活に広く影響を及ぼすも

のであるから，検討過程や内容について，広く，分かりやすく，情報公開することが必要で

あるとする意見がありました。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  ただいまの説明のうち，全般的事項につきまして御質問はありますでしょうか。 

  特に御質問がないようでしたら，寄せられました総論的な意見について，部会の場での御

意見をお伺いいたしたいと思います。御自由に御発言ください。 

○筒井幹事 総論的な御意見につきまして，私のほうから何点か，コメントさせていただきた

いと思います。 

  今回，民法（債権関係）の改正に関して，様々な総論的な御意見をお寄せいただきました。

それを読んでまいりますと，まず，法制審議会への諮問文の中に改正の必要性として盛り込

まれておりました社会・経済の変化への対応ということと，民法を国民に分かりやすいもの

とするということについては，この諮問がされて以降，徐々にその内容についての理解が広

まり，改正の必要性について多くの積極的な御意見をお寄せいただいたのではないかと感じ

ております。 

  この部会においては，当初から，改正の必要性の有無を含めて慎重に審議を進めるという

方針を掲げ，その方針に忠実に，決して結論を急ぐことなく，論点整理のための第１ステー
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ジの審議に１年半余りの時間を掛けてまいりました。この第１ステージの審議を通じて，今

回の見直しの対象範囲の検討を一通り進めてくる中で，今回の改正の必要性に関しては，

徐々にではありますけれども具体的な内容を持って，豊かな内容のあるものとして，問題意

識が共有されるようになってきているのではないかと思います。実際，中間的な論点整理を

見てみましても，第１ステージにおいては基本的に論点整理に徹して，特に部会における合

意形成を目指すような審議の進め方をしてこなかったわけでありますけれども，その中でも，

具体的に改正の必要性があり，改正内容についてもおおむね異論がないとされるような論点

が少なからずあったわけであります。そういったベースとなる改正事項を出発点としつつ，

今回のパブリックコメントの手続で寄せられた御意見を踏まえて，今後，第２ステージでの

議論を発展させていくことができればと私は考えております。 

  その中で，改正の理念がよく分からないとか，改正の理念を明らかにすべきではないかと

いった御意見が寄せられております。この点については，この部会でも，第１回と第２回の

会議で時間を掛けて議論をした点であり，重要なことではないかと思います。しかし一方で，

その議論の際にも多くの御意見が出されましたように，具体的に個別論点の議論を深める前

に改正の理念といった抽象的なレベルでの一致を目指し，それに基づいて個別論点の結論を

決めていくといった審議の進め方は，民法のような基本法の改正の在り方としておよそ実際

的ではなく，むしろ個別論点の議論を通じて，必要に応じてその背後にある理念についても

議論を深めていくことが適当ではないかと思います。実際，この部会のこれまでの審議は，

そのように進められてきたのではないかと思いますし，これからもそういった姿勢で個別論

点の議論を通じて，必要に応じて改正の理念についても議論を深めていくことができればと

思っております。 

  それから，東日本大震災との関係について，様々な御意見が寄せられております。未曾有

の深刻な被害をもたらした震災でありますので，それに対して様々な思いを致しながら改正

作業を進めていく必要があるという御指摘は，全くそのとおりであろうと私も思います。こ

の部会の事務当局としても，今回のパブコメを実施するに当たって，手続の開始時期を２か

月ほど遅らせたり，パブコメの募集の締切りの時期について，個別の事情に応じて柔軟な対

処をするといった形で配慮をしてきたところでありますし，また，部会における今後の議論

の中でも，深刻な自然災害を避けて通ることができない我が国の実情を踏まえて，そういっ

た自然災害があり得る国の民法の在り方について，議論を深めていくことができればと思っ

ております。 

  実際に，前回の会議では時効の停止事由のところで，自然災害に関連する論点項目があり

ました。また，今後，議論する論点の中にも，例えば，金銭債務の不履行の特則について，

見直しの必要があるのかどうかといったものがあり，このような論点では，自然災害に関す

る問題意識を持ちつつ議論をしていくことが必要ではないかと思います。このように自然災

害を意識しつつ議論を深めていく必要がある論点については，今回のパブコメだけでなく，

今後とも，是非，御意見をお寄せいただきたいと思っております。 

  さらに，部会メンバーの構成について御意見が寄せられております。部会メンバーの構成

につきましては，この部会の初期の段階から申し上げておりますように，様々な御意見があ

ることは当然でありますけれども，そういった様々な御意見を私どもなりに酌み取った上で，

任命権者である法務大臣の御判断を経て，現在の構成が採られているわけであります。そし
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て，会場のキャパシティなどの関係で，現状からの増員はなかなか困難でありまして，そう

いった事情を御理解いただきたいと思います。その上で，これも私が繰り返し申し上げてき

たことですけれども，この部会での審議は，決して数の多い少ないで決するような進め方は

しない，少数意見であっても議論を尽くして合意の形成を目指していく，そういう審議の進

め方をしたいと考えております。ですので，もちろんメンバーの構成も重要ですけれども，

より重要なのは部会の内外の意見に十分に耳を傾けながら審議を進めることであり，そのこ

とに引き続き留意していきたいと考えております。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  ほかに委員，幹事，関係官の方の御意見をお伺いいたします。よろしいですか。 

○高須幹事 おまとめいただいた中では最後のほうなのですが，審議スケジュールの関係での

意見がありました。この点については，今でも十分，御配慮いただきながら様々な工夫をし

ていただいているとは思ってはおりますが，そうは言っても，状況としてはやはり範囲が膨

大であり，内容が複雑である。したがって，スケジュールが遅れ気味にずっときているとい

う状況がございますので，今回，読ませていただいた意見の中に，十分な審議時間を取るべ

きだという意見があるというのは，それなりに考慮すべき部分があるのかなという意見を持

っております。以上です。 

○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

○鎌田部会長 特にございませんでしょうか。 

○鎌田部会長 特に御発言はないようですので，総論的な課題，取り分け改正の必要性という

点につきましては，直ちにこの審議を打ち切るべきであるという意見は，部会の中では表明

されていないということで，審議を継続させていただきたいと思います。ただし，ただいま

の高須幹事からの御指摘も踏まえ，パブリックコメントで様々な御意見，御批判を頂いたと

ころでもありますので，それらの点については十分に留意しながら，審議を進めていきたい

と思います。改めて民法（債権関係）の見直しのための各論的な調査審議を引き続き継続す

る必要があるというのが，この部会における現時点での結論だということを確認させていた

だければと思いますが，よろしいでしょうか。 

           （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  総論的な必要性につきましては，今後の各論的な議論の中でも，また，総論的課題に立ち

返って議論を深める機会もあろうかと思いますので，その点につきましては，委員，幹事の

皆様におかれましても，今後の審議の際に御配慮いただければ幸いでございます。 

  続きまして，部会資料３３－５に基づいて，７月以降の部会で既に御審議いただきました

項目についての言わばおさらいの審議をしていただこうと思います。 

  まず，「第２８ 法律行為に関する通則」と「第２９ 意思能力」について御審議いただ

きたいと思います。事務当局から説明してもらいます。 

○笹井関係官 それでは，「第２８ 法律行為に関する通則」及び「第２９意思能力」につい

てまとめて御説明いたします。大変多くの意見が寄せられておりまして，全ての論点につい

て逐一，御報告するということは時間的な制約からも困難ですので，これらの項目の中から，

部会において様々な意見が出されたものですとか，意見が多かったものに絞りまして御説明

させていただきたいと思います。第２８と第２９の中からは，第２８の「１（２）公序良俗
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違反の具体化」，第２９の「１（１）意思能力の定義」，「２ 日常生活に関する行為の特

則」，「３ 効果」を取り上げます。 

  まず，「第２８ 法律行為に関する通則」，「１ 法律行為の効力」，「（２）公序良俗

違反の具体化に関する意見」について御説明いたします。部会資料３３－５の該当ページは

４ページです。この論点については，暴利行為に関するルールの明文化についての賛否のほ

か，暴利行為以外に具体化すべき公序良俗違反の類型に関する意見もありました。 

  暴利行為に関するルールの明文化について賛成する意見は，５ページから１２ページにか

けて掲載してあります。このような意見の理由として，明文化することによって適用の安定

性や予測可能性が高まるということを挙げるものが多くありました。また，明文化する場合

の留意点として，考慮すべき要素が例示であることを明確にすべきであるとの意見がありま

した。暴利行為の要件については，伝統的な判例の定式では適用場面が限定されていて使い

勝手が悪いなどとして，現代的な暴利行為論を踏まえて検討すべきであるとの意見，他方，

暴利行為に関するルールを明文化するとしても，従来の判例をリステートするにとどめるべ

きであるとの意見などがありました。 

  暴利行為に関するルールの明文化に反対する意見は，１４ページから１９ページにかけて

掲載してあります。その理由としては，暴利行為に関する法理は生成発展の過程にあり，現

時点で具体化すれば事案に応じた柔軟な解決が阻害されること，抽象的な要件が規定される

と解釈が広がり，自由な経済活動を萎縮させること，濫訴のリスクが高まることなどが挙げ

られました。これらのほか，暴利行為を明文化するかどうかを検討するに当たって留意すべ

き点として，企業間の取引においては当事者間に知識や交渉力の差があることは通常である

から，取引の効力が否定されるのは，相手方の権利を不当に侵害した場合に限定すべきであ

るなどの意見がありました。 

  暴利行為以外の類型については，状況の濫用，脱法行為，取締法規に違反する行為につい

て検討することを支持する意見がありました。他方，状況の濫用は要件が極めて曖昧である

こと，取締法規違反については法規の趣旨や目的に応じて私法上の効力を判断すべきであり，

一律の規制に服せしめるべきではないことなどから，これらに関する規定を設けることに反

対する意見もありました。 

  公序良俗違反の具体化については以上です。 

  次に，「第２９ 意思能力」，「１ 要件等」，「（１）意思能力の定義」について御説

明します。部会資料３３－５の該当ページは３３ページです。意思能力の定義については，

法律行為をすることの意味を弁識する能力とすることを支持する意見，事理弁識能力とする

ことを支持する意見などがありました。 

  寄せられた意見のうち，法律行為をすることの意味を弁識する能力とすることを支持する

意見を３３ページから３６ページにかけて掲載してあります。このような定義を支持する理

由としては，その法律行為を自らしたと評価できるだけの能力は法律行為ごとに異なること，

従来の裁判例においても法律行為ごとに相対的に判断されてきたこと，現代社会においては

多様な取引が行われており，一律の判断基準を設けることには意味がないことなどが挙げら

れました。他方，このような定義に対しては，高度で難解な取引の場合に意思無能力者が拡

大してしまい，法的安定性を欠くとの意見や，取引実務において相手方に判断困難な事項の

判断を求めることになりかねず，紛争の長期化や複雑化をもたらすことになるおそれがある
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との意見がありました。 

  意思能力を事理弁識能力と定義することを支持する意見は，３６ページから３７ページに

かけて掲載してあります。このような意見の理由として，民法第７条の文言との整合性，法

律行為をする規則のある能力について，個別具体的な判断を求めるのは困難であることなど

が挙げられました。これらのほか，法律行為をするのに必要な精神能力と定義し，意思能力

を構成する要素の抽出については，学説に委ねるべきであるとの意見，意思能力の定義につ

いては特定の考え方を支持するわけではありませんが，意思能力を欠く状態で行われた法律

行為の効力について規定を設けることを支持する意見，改正する必要はないという意見など

がありました。 

  意思能力の定義については以上です。 

  次に，「２ 日常生活に関する行為の特則」について御説明いたします。部会資料３３－

５の該当ページは４３ページです。この論点については，日常生活に関する行為の特則を設

けるべきであるとの意見と，特則を設ける必要はないとの意見とがありました。 

  特則を設けるべきであるとの意見は，部会資料３３－５の４３ページから４５ページにか

けて掲載してあります。このような意見の理由として，精神に障害のある者が取引から忌避

されて，生活必需品の調達に支障を生ずることなく社会生活を営むことができるようにする

という観点から設ける必要があること，相手方が意思能力の有無について確認しなくても済

むことになれば円滑な取引に資すること，日常生活をするのに必要不可欠な行為と限定的に

解すれば金額が多額になることも少なく，取り消し得ないとしても成年被後見人等に大きな

不利益を及ぼさないことなどが挙げられました。 

  他方，特則を設ける必要はないとの意見は，部会資料３３－５の４５ページから４９ペー

ジにかけて掲載してあります。このような意見の理由として，日常生活に関する行為を確定

的に有効とすると，意思無能力者が日用品などを不必要に大量に購入しても，これを取り消

すことができないことになって表意者保護に欠けること，意思能力を法律行為ごとに判断す

れば，日常生活に必要な行為をするのに必要な能力は高いとは言えず，このような能力を欠

く状態で行われた法律行為の効力を認めるべきではないことなどが挙げられました。 

  次に，「３ 効果」について御説明します。部会資料３３－５の該当ページは４９ページ

です。この点については，取消し可能とすることを支持する意見と，無効とすることを支持

する意見などがありました。 

  取消し可能とすることを支持する意見は，４９ページから５０ページにかけて掲載してあ

ります。このような意見の理由として，意思能力を欠く状態でされた法律行為の効果は無効

とされているが，取消しとの差がほとんどないこと，意思能力を欠く状態で行われた法律行

為が有効であることを前提として，第三者との取引が積み重ねられていることがあり，期間

制限などの対応がなければ法的安定性を欠くことなどが挙げられました。 

  無効とすることを支持する意見は，５１ページから５５ページにかけて掲載してあります。

このような意見の理由として，取消しの意思表示をしなければ，意思能力を欠くことの効果

を主張することができないのでは保護が不十分であること，無効の主張には期間制限などは

なく表意者の保護に有利であること，意思能力を欠く状態でされた法律行為を有効とするの

は，意思主義の原則，私的自治の原則に反することなどが挙げられました。 

  以上，個別に御紹介した論点のほか，中間論点整理第２８及び第２９について寄せられた
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意見は，部会資料３３－５の１ページから５６ページまでに記載されているとおりです。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  それでは，ただいま説明のありました第２８及び第２９の全体につきまして御意見をお伺

いいたします。ただ，この部会で既に第２ステージの審議を行った論点でもありますので，

ただいま報告のありましたようなパブコメの結果に照らした場合，更にこの部会において補

充的に議論しておくことが必要であると考えられる点に絞って御意見を頂きたいと思います。

どの論点からでも結構でございますので，御自由に御発言ください。 

  特に御意見等はございませんでしょうか。特に御発言がないようでしたら便宜，次に……。 

○岡委員 二つあります。 

  一つは今，事務局からの御説明ですと，何ページから何ページまでが賛成意見で，何ペー

ジから何ページまでが消極意見と，内容ごとに区分して書かれているようです。そうであれ

ば，それをこの中に書いておいてくれたほうが後から読むときに助かると思います。弁護士

会でもこれを見たんですが，量に圧倒されて，なおかつ，全部，読み通すというのがかなり

大変な量でございますので，積極，消極，そうでもないというふうなグルーピングをもしさ

れているのであれば，そういうのを是非書いていただきたいという希望が一つでございます。 

  それから，もう一つは全部，読むのが大変なので，本部会で出た意見ではないけれども，

こういう特徴ある意見があったのでどう思うかとか，そういう問題提起の仕方をしていただ

ければ，もう少し発言もできるんですが，いかがでしょうか。このままいくと何の発言もな

く，２時ごろ，終わってしまうのではないかという心配もして，せっかく，これだけの意見

が世の中から出てきたのですから，聞いたぞというだけでの議事録ではもったいないので，

何かそういう工夫をできればなと思いました。 

○鎌田部会長 御指摘の第２点につきましては，私のほうからも事務当局で報告する際に，そ

ういう我々が見落としていたような論点，考え方があれば，特に紹介してほしいということ

をお願いはしてあるんですけれども，我々が見落としていた点はそれほどないということの

ようでございますが，事務当局から今の二点につきまして何かございましたら。 

○笹井関係官 一つ目のグループ分けについてですが，取りまとめをするときに，我々として

もできるだけ同じような意見は近い箇所に集めて掲載することを意識しながら作業はしてお

りますけれども，ただ，実際にはいろいろなニュアンスがございまして，例えば見出しみた

いなものをつけて明確に分類するということは難しいですし，また，それがかえって意見を

出された方の意向に反するようなことにもなるかもしれません。先ほどの御説明の際には，

単に羅列するだけではお聞き苦しいと思いまして，便宜的におおまかなページ数を申し上げ

ましたけれども，資料上明示するのは困難であることを御理解いただければと思います。 

  それから，二つ目の特徴ある意見を特に取り上げて問題提起すべきであるという点ですが，

その点はある程度，意識しながら御説明の中に盛り込むようにしているところでございます。 

○中井委員 今日の進め方がどうなるのか余り想像できなかったものですから，事前に十分な

検討ができていません。弁護士会でもバックアップ会議は設けていません。そこで，戻って

総論のことでもよろしいでしょうか。資料３３－１を拝見して，大変多くの意見を頂いたん

だなと思いました。その上で，先ほど筒井参事官におまとめいただいたように，改正の必要

性について，その認識が全国民の中で共通のものになりつつあるという，この取りまとめ自

体に異議があるわけではありません。ここに出ている意見を見る限り，何らかの形で民法の
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各規定についての見直しの必要性は理解を示し，その上で必要な改正をしていこうというこ

とだろうと思います。 

  とはいえ，相当幅の広い意見があり，改正の必要性を認めながら，同じ土俵で，同じ方向

で，同じ程度に，同じような内容の深さでというと，実はそれは全く違うという印象を受け

ております。とすると，この審議会の中で，どこまでの範囲のものを深めていくのか，前回

でも例えば時効制度についての議論がありましたが，例えば契約に基づく債権の消滅時効の

問題と不法行為の問題について，二つの制度になるものをどうするのか。連続性を尊重する

か，もう少し理念，論理からすれば，こうではないかという議論，この二つでも相当な開き

がある。パブコメの中で国民の皆さんから頂いた意見の中にも，今，ここで進められている

審議会の在りよう，その取り扱っている範囲，それで改正しようとしている中身について，

関心があって，一方で，大変期待をし，一方で，大変危惧をしている。それが分かった。 

  弁護士会の委員として，委員である私自身にそれほど知識や経験があるわけでもなく，法

的素養が優れているというわけでもないという自覚の下に出ておりますので，私としては大

阪弁護士会の皆さんの意見，前日にある日弁連のバックアップ会議で各単位会から出てきた

意見，これをできるだけ真摯に受け止めて，ここで発言をしようと思っているわけですけれ

ども，それであってもやはり今回のパブコメを見て思ったのは，弁護士会で集めている意見

といっても，所詮，ごくごく一部の意見でしかないということです。 

  各単位会の弁護士会の意見を私は見たはずなんですけれども，改めて要約版を見てみます

と，各単位会の弁護士会でもかなり意見の差があって，それを私自身は必ずしもきちっと集

約して，ここで発言できていない。とすれば，なおさらですけれども，国民各層が今，民法

改正に対して持っている意見について，ここの審議会の委員の皆さんがどこまで把握できて

いるのか。 

  ユーザー委員の方々５人に出ていただいているわけですけれども，例えば経団連傘下にい

らっしゃる各企業さんの意見がどれだけ経団連のほうでまとめていただいて，ここで意見と

して出ているのか，大変失礼なことを言っているのかもしれませんけれども，やはり，そこ

にかなり懸念といいますか，本当にここで十分，国民の意見を集約して我々は議論できてい

るのだろうか，常に謙虚になる必要がある。そうでなければ，ここでの審議の結果，出来上

がったものについての国民の信頼といいますか，理解も得られないのではないかということ

を改めて思いました。 

  二つ目ですけれども，総論のまとめの中で御紹介いただきましたが，改正の理念や目的に

関する意見として，消費者保護に偏った検討がなされているのではないかと懸念する意見と，

民法の商法化を志向した検討がされているのではないかと懸念する意見，これは例としてお

話しするだけですけれども，二つの相反する意見が紹介されています。 

  一つの立場は，取引が大量に，しかも極めて迅速に行われる今日，そういう取引が安定し

て行われるかということに関心がある者にとっては，取引の安全保護に関心を持った意見に

なる。それに対して阻害要因は何かといえば，無効や取消しの拡大であり，また，とかく消

費者ないし格差を理由とした議論が出てきたときに，そこが目について，消費者保護に偏っ

た議論をしているのではないかという批判につながっているような印象を受ける。 

  他方で，契約の当事者本人にとって，今日の複雑化した社会の中で行われる取引の被害と

いいますか，本人の財産保護に欠ける事態が生じているという現実を目にすれば，本人の保
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護，教科書的に言えば静的安全の保護に関心を示し，無効の範囲を広げ，若しくは取消しの

範囲を当事者の財産保護のために認めるという意見や発言につながり，そういう立場から見

れば，取引の安全の保護を図る意見，民法の商法化を志向した検討に対する批判となって表

れてくる。ごく当たり前のことが当たり前の意見として出ているのだなと，思っています。 

  とすると，今後，議論されるであろう様々な論点について，国民がちょうどいい落としど

ころに落としていただいた新たな民法になりましたね，改正の落としどころとしては調和が

取れていますねと。複雑な利害調整についての落としどころをこういう国民各層の意見を常

に批判を受けながら審議する必要がある，ということを，改めて思いました。 

  三つ目に，具体的な無効と取消しに関係することで，暴利行為の整理をした１４ページの

右下に，状況の濫用について記載をしていただいています。部会の審議でも，公序良俗の具

体化としての暴利行為，暴利行為の具体化現代化を進め，従属状態若しくは抑圧状態若しく

は知識の不足等を理由としたものを加えた延長線上で，状況の濫用と連続性を持った議論が

あったと思います。無効と取消しについて，少し時間があるのであれば，意思表示，若しく

は暴利行為に関連して，無効領域と取消し領域について，恐らくこの意見などはそこに新た

な提案をするものかなと思うものですから，意見をお聴かせいただければ有り難いと思った

次第です。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  第１点，第２点に関連しましては今後の審議の中でも，これまでの部会で出された意見に

限らず，パブコメで出されてきた意見も考慮に入れて，審議を進めるようにしたいと思いま

すし，同時に，ここでの審議の内容をより広く御理解いただけるような工夫もしていきたい

と思っております。 

  第３の点につきましては，状況の濫用を暴利行為その他のほかに一つの類型として取り上

げるべきかどうかという問題と，状況の濫用は公序良俗違反の一内容になるのか，あるいは

それとはまた別の類型のむしろ取消し原因として考慮すべきなのかという，二つの問題提起

が含まれていると思いますけれども，この点について，委員，幹事，関係官の御意見があれ

ばということだと思いますので，御意見がありましたらお出しいただければと思います。 

○内田委員 状況の濫用については，事前に出ていた立法提案の中に明確な形では入っていな

くて，部会の審議の中で暴利行為との関連で，そういう立法をする余地があるのではないか

という御指摘があり，議論になったものですので，暴利行為との関係で扱われているという

ことなのだと思います。しかし，部会でもし強い支持があり，この意見の中ではオランダ法

が例として挙げられていますが，オランダ法のような形で規定を置くということになるので

あれば，暴利行為の９０条の中でというよりは，意思表示に瑕疵がある場合のひとつとして

置くということは十分あり得ることだと思います。ですから，規定を置くとなれば，どう配

置するかというのはまた新たに検討されるべき問題で，その点についての重要な指摘をされ

たと受け止めています。 

  そのついでに最初の第１点についても，中井委員の御発言に対する私の感想を申し上げた

いと思います。今回，約３７０のパブコメを頂いて，後ろに置かれているとおり，膨大な量

で，要約を作るのに局付の人たちは大変な時間を使って作業をしていました。私は原本を全

部見たわけではありませんけれども，一部を拝見しただけでも非常に多様な意見が出ていて，

様々な利害を持ち，様々な意見を持っている方々がおられるということで，正に中井委員の
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御指摘のとおり，謙虚にこれを受け止めて反映させる努力をしなければいけないということ

を私も感じました。 

  ただ，同時に現在の債権関係の改正について，国民一般に対する周知がまだ必ずしも十分

ではないのも事実です。ですから，パブコメを確かにたくさん頂きましたけれども，まだ，

改正が行われていることを十分，よく御存じない国民各層もおられるように思われます。し

たがって，弁護士会からは各単位会からも御意見をたくさん頂いていますが，弁護士会はむ

しろ例外的存在であるかもしれなくて，実は本来は意見を言うべきであるのに，まだ，十分

御存じない方々も多数おられるという感じがいたします。今後，私も一応，法務省の中の一

員ですので，できるだけ国民各層への周知に努めて，まだ，吸い上げられていない意見を吸

い上げるべく努力をしたいと考えています。中間試案に向けては，そういうより幅広い国民

各層の関心を喚起をして，意見を出していただけるような環境を作るように努力をしなけれ

ばいけないと感じております。全く感想ですが，追加して申し上げます。 

○佐成委員 今の中井委員と内田委員の御発言に触発されまして発言させていただきますと，

おっしゃるとおり，正に私も両委員に同感でございます。経済界を代表するという形になっ

ておりますけれども，内部の関心の程度は論点によってかなり違いますし，内部で議論をし

たといっても，時間的な制約で必ずしも十分に議論が尽くされていないということは，私自

身，率直に感じております。ですから，この部会で経済界を代表して何か発言するというの

は，ちょっとおこがましい感じがありますけれども，さはさりながら，ある程度，議論の方

向性を示すという意味で，私見も交えて，ちょっと踏み込んだところまで申し上げているか

と思います。しかし，今の御指摘はごもっともで，当然，私も十分考えているところでござ

いますので，今後とも謙虚に経済界のさまざまな意見を幅広く反映するようにしたいと思い

ます。 

○岡田委員 総論のところに戻りますが，この委員会においてはかなり消費者という位置付け

に関して理解していただきましたし，消費者保護という部分に関しても温かい目で見ていた

だいたと思っていたのですが，今回の意見を見まして，やはりまだまだ消費者というものに

対して，消費者契約法だとか，業法で対応されているだろうというふうな見方が多いのだと

感じました。そういう意見の方に「あなた方はそのような法律を実際に仕事でお使いになっ

たことがあるのですか，又は法律を熟知されているのですか」と申し上げたい思いです。 

  私としましては，この部会の最初のところで申し上げたかもしれませんが，民法というの

は国民が理解できて初めて市民の法だろうと思うのです。ところが１１５年たった前の法律

が今でも十分だ，何ら不都合を感じていないという意見がかなりあったということに関して

とても衝撃を受けました。というのは，判例のことにしろ，それ以外の強力な考え方にしろ

そのような意見の方々は，御存じだから，そう言えるのであって，知らない人間にとっては

条文でしか対応できないのです。そういう人間が一般の消費者紛争を解決しているのだとい

うところを是非とも知っていただきたいと思います。 

  よく弁護士さんとか裁判官の方が，言わば素人が法律を使って何らかあっせんとかするこ

とに関して大変危険であるとおっしゃいます。そのとおりだと思います。他人というか，人

の権利とか義務をそこであっせんしたりするわけですから，専門家の方からすればそのとお

りだと思います。だからこそ，法律というものはきちっと押さえていなければいけない。と

ころが，それが十分にできないのが今の民法だと考えますと，やはり分かりやすいというこ
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とに関しては是非ともお願いしたい。判例で確定しているものについては条文化していただ

くということが，この部会ではコンセンサスを得ていたと思っていたのですが，まだまだ一

般的には受け入れられない点があるのだと思ったのが一つと，あとは肝心かなめの私の後ろ

にいる消費者の方が民法改正に関してほとんど認識していないばかりかむしろ，民法改正に

対して消極的な意見が目に着いたということです。パブコメ自体，中間的論点整理を十分に

把握した意見が少ないことを痛感しました。正直これからの消費者紛争解決はどうなってい

くのかなと思いました。 

  ここで今更申し上げることではないのですが，確かに消費者保護に関しては業法からスタ

ートしました。業法で対応できなくて特別法である消費者契約法が制定されました。ところ

が，その消費者契約法も今，対応できない事例が多くなっています。だからこそ，民法の中

に消費者の位置付けや零細企業に関しての規定ないしは基本的な部分を入れていただくこと

によって，業法なり特別法は前進するのではないかと思いましたが，その辺を相談員や消費

者側に理解してもらえないということに関して個人的には戸惑っています。 

  そこで，法務省にお願いがあります。相談員であっても，これだけの中間的論点整理に目

を通して理解するというのは内容的にできませんので，せめて消費者に関連する部分に関し

てこういう論点が部会で今，議論されているのだと分かるようなパンフレットなどの印刷物

を作っていただけないかと思っていまして，それができれば相談員の勉強だけでなく，消費

者向けの講座等であったり，勉強会で使えるのではないかと思います。私はこれを作ってい

ただくことが消費者保護に偏った民法改正になるとは思っていません。せめて同じレベルな

いしはそれより少し下であっても，もう少しレベルアップをするために，何らか工夫をして

いただければなと思っています。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

○筒井幹事 ただいま，岡田委員から消費者にとって分かりやすい資料作りといった御注文を

頂きました。大変重要な御指摘だと思いますので，真摯に受け止めて何らかの対応，私ども

としてどのようなことができるのかを，十分に考えてみたいと思います。 

○鎌田部会長 総論に関してもたくさん御意見を頂いております。この後の各論的課題に関連

しても，また総論に関連する御意見があれば，その都度，お出しいただければと思います。 

  状況の濫用については特に御意見はございませんか。この部会の中では状況の濫用につい

て，具体的な提案が必ずしも明確な形で出されているわけでないということで，先ほどのよ

うなパブコメでの意見につながっているところでございますので，今後，委員，幹事の中か

ら具体的な形での提案が出されれば，また，それに応じて内容が充実した形での議論ができ

るかなと思っているところでございます。 

○岡田委員 状況の濫用について，一番関係があるのは消費者側と思いますのでそういう議論

をしていただいて，公序良俗でもそれ以外のところでもいいですから何からの形で入れば，

随分，高齢者や障害者救済につながると思います。 

○鎌田部会長 ほかに第２８及び第２９に関連した御意見はございますでしょうか。 

○高須幹事 今までの議論ともほぼ重なっている部分ですが，暴利行為のところがやはりかな

り詳細な御意見を頂いているなという印象を持っております。賛否の数え方はそれぞれでご

ざいましょうから，賛成が何人で，反対が何人でというのは多分，適切ではないとは思いま

すけれども，暴利行為の規定を明文化することに賛成という意見も比較的あったということ
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は，大変関心を持って読ませていただきましたので，弁護士会等でも議論の前提にさせてい

ただき，この部会での議論につなげていきたいと思っております。 

○鎌田部会長 ほかにいかがでしょうか。 

  それでは，続きまして部会資料３３－５の「第３０ 意思表示」と「第３２ 無効及び取

消し」について御審議いただきたいと思います。事務当局から説明してもらいます。 

○笹井関係官 それでは，少し長くなりますけれども，「第３０意思表示」及び「第３２ 無

効及び取消し」についてまとめて御説明いたします。これらの項目からは，第３０の「１

（１）心裡留保の意思表示が無効となる要件」，「２（２）民法第９４条第２項の類推適用

法理の明文化」，「３（１）動機の錯誤に関する判例法理の明文化」，「３（４）効果」，

「４（１）沈黙による詐欺」，「５ 意思表示に関する規定の拡充」，第３２の「２（１）

法律行為に含まれる特定の条項の一部無効」，「２（３）複数の法律行為の無効」，「３

（２）返還請求権の範囲」，「４（２）法定追認」，「５（１）期間の見直しの要否」を取

り上げます。 

  まず，「第３０，意思表示」，「１ 心裡留保」，「（１）心裡留保の意思表示が無効と

なる要件」について御説明します。部会資料３３－５の該当ページは５６ページです。この

論点については，非真意表示と狭義の心裡留保を区別して規定するという考え方を支持する

意見と，このような区別を設けることに対して反対する意見などが寄せられました。 

  非真意表示と狭義の心裡留保を区別すべきであるとの意見は，部会資料３３－５の５６ペ

ージから５７ページにかけて掲載してあります。その理由として，これらを一括して処理す

ることは，民法第９３条の立法過程から明らかなとおり，立法の過誤であることなどが挙げ

られました。 

  他方，非真意表示と狭義の心裡留保を区別すべきでないという意見は，部会資料３３－５

の５７ページから６０ページにかけて掲載してあります。その理由として，両者を区別する

ことは困難であることなどが挙げられました。心裡留保の意思表示が無効となる要件である

悪意の対象を，「表意者の真意」から「表示が表意者の真意でないこと」に改めることにつ

いては，多くの意見はこれに賛成するものでした。また，心裡留保という用語を変更すべき

であるとの意見がありました。 

  心裡留保の意思表示が無効となる要件については以上です。 

  次に，「２ 通謀虚偽表示」，「（２）民法第９４条第２項の類推適用法理の明文化」に

ついて御説明します。部会資料３３－５の該当ページは６６ページです。この論点について

は，民法第９４条第２項の類推適用法理の明文化を検討すべきであるという意見と，明文化

に慎重な意見などが寄せられました。 

  明文化を検討すべきであるという意見は，６６ページから６８ページにかけて掲載してあ

ります。その理由としては，このような法理が判例実務上定着していることが挙げられまし

た。ただし，その要件や効果については物権変動法制との整合性への配慮が必要であること，

外観作出についての真の権利者の帰責性の程度や，相手方の主観的要件の内容を慎重に調整

する必要があることなどを留意点として指摘する意見がありました。 

  明文化に慎重な意見は，６８ページから７０ページにかけて掲載してあります。その理由

として，民法第９４条第２項が適用される類型や要件についての見解が確立しているとは言

えないこと，解釈による対応のほうが柔軟な解決を導き得ることなどが挙げられました。 
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  次に，「３ 錯誤」，「（１）動機の錯誤に関する判例法理の明文化」について御説明し

ます。部会資料３３－５の該当ページは７１ページです。この点については結論を示さない

ものの，動機の錯誤は錯誤に関する紛争の多くを占めるとして，動機の錯誤について検討す

ることに賛成する意見があり，このような意見においては，現在の判例法理を踏まえて検討

すべきであることが多く指摘されました。また，規定の内容については，事実の認識が法律

行為の内容になっているかどうかを問題とする立場を支持する意見，相手方の認識可能性を

問題とする立場を支持する意見などがありました。 

  法律行為の内容になっているかどうかを問題とする立場を支持する意見は，７１ページか

ら７３ページにかけて掲載してあります。このような意見の理由として，現在の判例法理は

錯誤が法律行為の内容になっているかどうかを問題にしているという理解を前提にして，判

例法理を明文化することが望ましいことなどが挙げられました。これに対しては，どのよう

な場合に事実の認識が法律行為の内容になっていると言えるかが問題であり，このことを明

確化する必要があるとして，例えば特定の事実の認識が表示され，その事実が真実と異なる

場合には，当該法律行為を無効とすることが合意された場合などと定式化するという考え方

を示す意見もありました。 

  相手方の認識可能性を問題にする立場を支持する意見は，７３ページに掲載してあります。

このような意見の理由としては，現在の判例法理が相手方の認識可能性を問題にしていると

いう理解を前提にして，判例法理を明文化すべきであることなどが挙げられました。 

  次に，「（４）効果」について御説明します。部会資料３３－５の該当ページは８３ペー

ジです。この論点については，錯誤に基づく意思表示は取り消すことができるという立場を

支持する意見，錯誤に基づく意思表示は無効であるという立場を支持する意見がありました。 

  取り消すことができるという立場を支持する意見は，８４ページから８５ページにかけて

掲載してあります。このような意見の理由として，実務上，錯誤の効果は取消可能に近づい

ていること，表意者には，錯誤に気付いたら速やかに取消権を行使することが期待でき，表

意者を害するとは言えないことなどが挙げられました。これに対しては，取消可能とした場

合には期間制限などの点で表意者の保護に欠けるという意見もありました。 

  無効とすべきであるという立場を支持する意見は，８５ページから８６ページにかけて掲

載してあります。その理由として，現状を変更する理由がないことなどが挙げられました。 

  これらのほか，相対的無効という概念を設けるかどうかなど，法律行為の無効及び取消し

全体の制度設計に留意する必要があるとの意見，効果を取消可能とすることによって表意者

保護が後退しないかどうかに留意する必要があるとの意見など，留意点を指摘して慎重な検

討を求める意見がありました。 

  次に，「４ 詐欺及び強迫」，「（１）沈黙による詐欺」について御説明します。部会資

料３３－５の該当ページは９５ページです。この論点については，検討に当たっての留意点

を指摘するものとして，情報提供義務，説明義務との関係などを含めて慎重に検討すべきで

あるとの意見，他の意思表示の瑕疵とのバランスにも留意すべきであるとの意見，労働者の

経歴詐称の処理に留意すべきであるとの意見，過剰な情報提供をもたらすなどの影響にも留

意すべきであるとの意見などがありました。沈黙による詐欺を明文化するかどうかについて

は，これを明文化すべきであるという意見と明文化に反対する意見などがありました。 

  明文化を支持する意見は，９５ページから９７ページにかけて掲載してあります。このよ
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うな意見の理由として，判例によっても認められていること，民法第９６条の解釈から導く

ことができるとしても，文言上は必ずしも明確ではないことなどが挙げられました。どのよ

うな場合に沈黙が詐欺に該当するかの判断に当たって考慮すべき事項として，例えば当事者

間の情報の質，量，情報処理能力等の格差，当事者の属性などを明記すべきであるとの意見

がありました。 

  明文化に反対する意見は，９８ページから１００ページにかけて掲載してあります。この

ような意見の理由として，どのような場合に沈黙が詐欺に該当するかを記述することは困難

であること，詐欺に関する規定があれば足りること，他の意思表示に関する規定とのバラン

スを欠き，誤解や混乱を招くおそれがあることなどが挙げられました。 

  次に，「５ 意思表示に関する規定の拡充」について御説明します。部会資料３３－５の

該当ページは１０８ページです。不実表示に関する規定を設けることに賛成する意見，反対

する意見，規定を設けることの当否を判断するに当たって検討すべき点を指摘する意見など

がありました。 

  不実表示に関する規定を設けることに賛成する意見は，１０９ページから１１４ページま

でに掲載してあります。このような意見の理由としては，表意者の誤認を自ら惹起した相手

方が表意者の犠牲において意思表示の有効性を主張することは相当でないことなどが挙げら

れました。もっとも，これらの意見の中には相手方が誤った事実を告げたことによって，表

意者がこれを信じて意思表示をした場合には，その意思表示を取り消すことができるという

考え方に総論的には賛成しながら，その要件については慎重に検討すべきであるとの意見が

多くありました。特に消費者が事業者に対して不実表示をした場合に，事業者が取消しを主

張することは制限すべきであるとの意見がありました。また，不実表示に関する規定を設け

る場合の留意点として，現在の消費者契約法の不実告知に関する規定は存置すべきであると

の意見がありました。 

  規定を設けることに反対する意見は，１１７ページから１３２ページにかけて掲載してあ

ります。その理由としては，現在の意思表示の効力に関する規定を前提とした取引実務に特

段の支障が生じていないこと，不実表示に関するルールが十分に成熟したものであるとは言

えないこと，消費者契約法の不実告知は当事者間の情報量や交渉力の格差に着目したもので

あり，対等な当事者間においてはその趣旨が妥当しないこと，事業者間の取引の安定性や迅

速性を損なうおそれがあること，事業者間で契約の取消しをめぐる紛争が多発し，混乱を招

くおそれがあること，事業者が消費者の不実表示を理由に意思表示を取り消すことができる

ことになり，消費者保護に欠けること，表明保証の実務に影響を及ぼすおそれがあることな

どが挙げられました。 

  以上のほか，不実表示に関する規定を設けるかどうかを検討するに当たり，表意者がその

属性に応じた調査義務を尽くしたことを取消しの要件とするか，どのような事実について不

実表示があった場合に取消しを認めるか，表明保証との関係をどのように考えるか，不実表

示の規定を任意規定とするか，強行規定とするかなどについて検討することが必要であると

意見がありました。 

  次に，「第３２ 無効及び取消し」，「２ 一部無効」，「（１）法律行為に含まれる特

定の条項の一部無効」について御説明します。部会資料３３－５の該当ページは２１１ペー

ジです。この論点については，２１７ページ以下に掲載してあるように，一律に規定するこ



- 17 -

とはできないなどとして，規定を設けることに消極的な意見もありました。規定を設ける場

合の規定内容については，条項の一部が無効である場合に，原則として無効となるのはその

範囲に限定されるということについては，寄せられた意見の多くはこれに賛成するものでし

た。この原則に対する例外として，条項全部が無効になる場合についての規定を設けるかど

うかについては，これを支持する意見と反対する意見がありました。 

  例外を規定することを支持する意見は，２１１ページから２１３ページにかけて掲載して

ありますが，その理由としては，当事者間に非対称性が認められる場合には，条項の全部を

無効とする必要があること，全部無効とすることが当事者の意思に合致する場合があること

などが挙げられました。 

  これに対し，条項の全部が無効になる場合がある旨の規定を設けることに反対する意見も

あり，２１４ページから２１６ページにかけて掲載してあります。その理由としては，現在

の実務では無効原因がある部分以外の部分には影響を与えないと考えられており，それを変

更する理由はないこと，法律行為ごとの諸般の事情を考慮すべきであり，一律の判断にはな

じまないこと，条項の範囲が不明確であることなどが挙げられました。 

  これらのほか，例外的に条項全部が無効になる場合に関する規定を設けるかどうかについ

て，慎重に検討すべきであるとの意見もありました。 

  次に，「（３）複数の法律行為の無効」について御説明します。部会資料３３－５の該当

ページは２２４ページです。この論点については，規定を設けることに反対する意見と規定

を設けることに賛成する意見とがありました。 

  規定を設けることに反対する意見は，２２７ページから２３２ページにかけて掲載してあ

ります。その理由としては，一般的な要件を設けることが困難であること，ある契約が無効

になった場合にその影響が他の契約にも及ぶと，当事者の合理的意思に反し，実務に混乱を

もたらすおそれがあることなどが挙げられました。 

  規定を設けることに賛成する意見には，その規定内容について２２４ページから２２５ペ

ージにかけて掲載された意見のように，複数の法律行為の間に密接な関連性があり，当該法

律行為が無効であるとすれば，当事者が他の法律行為をしなかったと合理的に考えられる場

合には，他の法律行為も無効になるという考え方を支持する意見がありましたが，密接な関

連性などの要件が不明確であり，より明確な要件を検討すべきであるとの意見もありました。

また，例えば契約の目的を達成することができるかという基準を設けることを提案する意見，

裁判例から抽出できる規律をできるだけ忠実に条文化すべきであるとの意見，抗弁の接続と

の関係を整理すべきであるとの意見などがありました。 

  次に，「３ 無効な法律行為の効果」，「（２）返還請求権の範囲」について御説明しま

す。部会資料３３－５の該当ページは２３４ページです。この論点については，規定の要否

や内容について引き続き慎重に検討すべきであるとの意見のほか，規定を設けることに賛成

する意見と規定を設けることに反対する意見とがありました。 

  規定を設けることに賛成する意見は，２３４ページから２３７ページにかけて掲載してあ

ります。その理由としては，現在は返還請求権の範囲についてのルールが不明確であること，

不当利得に関する規定に委ねるのは不適当であることなどが挙げられました。規定を設ける

場合に検討すべき論点として，双務有償契約に対する配慮，契約が解除された場合の処理と

の関係，不当利得との関係などを指摘する意見がありました。 
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  規定を設けることに反対する意見は，２３８ページから２３９ページにかけて掲載してあ

ります。その理由としては，不当利得や信義則などで対応することができること，細かい規

定を設けると事案に応じた妥当な解決を図ることが困難になること，不当利得の一場面を独

立させるのは不適当であること，法律行為が無効である場合の返還請求権の範囲については，

議論が収れんしていないことなどが挙げられました。 

  次に，「４ 取り消すことができる行為の範囲」，「（２）法定追認」について御説明し

ます。部会資料３３－５の該当ページは２５４ページです。相手方の債務の全部又は一部の

受領及び担保の受領を法定追認事由に加えるかどうかについて，これに賛成する意見と反対

する意見とがありました。 

  賛成する意見は２５４ページに掲載してあり，その理由としては，判例のリステートメン

トの観点などが挙げられています。 

  これに対し，これらの事由を法定追認事由に加えることに反対する意見は，２５５ページ

から２５７ページにかけて掲載してあります。その理由としては，外形的な事実だけから追

認が生ずることになると，相手方が履行や担保を押し付けることによって取消しを回避する

ことができることになり，表意者の保護に欠けることなどが挙げられました。 

  最後になりますけれども，「５ 取消権の行使期間」，「（１）期間の見直しの要否」に

ついて御説明します。部会資料３３－５の該当ページは２６０ページです。この論点につい

ては，債権の消滅時効期間などを考慮しながら，更に検討すべきであるという意見のほか，

取消権の行使期間を見直して短縮化することに賛成する意見と，これに反対する意見とがあ

りました。 

  取消権の行使期間の短縮に賛成する意見は，２６１ページに掲載してあります。期間の短

縮と併せて，この期間中に取消権者がすべき行為の内容や，消費者保護の在り方についても

検討すべきであるとの意見がありました。 

  取消権の行使期間の短縮に反対する意見は，２６１ページから２６４ページにかけて掲載

してあります。その理由として，現在の規定を改める積極的な理由がないこと，表意者の保

護に欠けることなどが挙げられています。 

  以上，個別に御紹介した論点のほか，中間論点整理第３０及び第３２について寄せられた

意見は，部会資料３３－５の５６ページから２６６ページまでに掲載されているとおりです。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  それでは，ただいま個別に説明のありました論点にとどまらず，「第３０ 意思表示」及

び「第３２ 無効及び取消し」の全般について御意見をお伺いいたします。御自由に御発言

ください。 

○高須幹事 最初のほうからということで，心裡留保のところでございます。５６ページ以下

ということになるんだと思いますが，内容については部会で議論したとおりで，二つの類型

に分けるということについての賛成論と慎重論があったというところです。今回，寄せられ

た意見を見ていますと，慎重論の大半はやはり区別がつくのかということのようです。実際

問題として，どこまで二つの類型に分けることができるのだろうかという点に関して，現実

には難しいのではないかという意見が相当あったということは，この種の意見が強いんだな

と実感させていただきました。今後，この点の是非，考えねばならない，それも踏まえて結

論を出していかねばならないのかなと思いました。 
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○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。カバーする範囲が大変広いので，ざっと御覧にな

るだけでも時間が掛かるかと思いますけれども，よろしいですか。 

  それでは，また，後ほどお気付きの点があれば御意見をお出しいただくということで，便

宜，先に進めさせていただきます。部会資料３３－５の「第３３ 代理」と「第３４ 条件

及び期限」について御審議いただきたいと思います。事務当局から説明をしてもらいます。 

○金関係官 「第３３ 代理」について御説明します。この項目からは，「１ 有権代理」の

「（５）任意代理人による復代理人の選任」，「（６）利益相反行為」，それから「３ 無

権代理」の「（１）無権代理人の責任」，「４ 授権」を取り上げます。 

  まず，「１ 有権代理」の「（５）任意代理人による復代理人の選任」に関する意見につ

いて御説明します。部会資料３３－５の該当ページは２７７ページから２８１ページまでで

す。この論点では，選任要件を緩和することに賛成する意見，反対する意見，慎重な検討を

望む意見がありましたが，賛成する意見の理由としては，復代理人の選任要件の緩和は円滑

な代理行為の遂行に資すること，実務上も選任要件の緩和が現実的であることなどが挙げら

れていました。ただし，賛成する意見の多くは，本人の意思に反して復代理人の選任がされ

るおそれに留意して要件設定をすべきであるとの指摘をしていました。他方，反対する意見，

慎重な検討を望む意見の理由としては，復代理人を選任する余地が広がり過ぎていたずらに

紛争を誘発するおそれがあること，任意代理においては代理人の個性が重視される場合が多

いこと，「自己執行を期待するのが相当でない」との文言は曖昧であることなどが挙げられ

ていました。 

  次に，「１ 有権代理」の「（６）利益相反行為」に関する意見について御説明します。

部会資料３３－５の該当ページは２８１ページから２８８ページまでです。この論点では，

利益相反行為一般を禁止することに賛成する意見，反対する意見，慎重な検討を望む意見が

ありましたが，賛成する意見の理由としては，利益相反行為一般を禁止することは現在の判

例法理と整合的であること，民法第１０８条の趣旨は利益相反行為一般を禁止する点にある

ことなどが挙げられていました。他方，反対する意見，慎重な検討を望む意見の理由として

は，利益相反行為一般を禁止すると相手方の予測可能性を害して取引への萎縮効果が生ずる

こと，実務では様々な取引形態があるため利益相反行為一般に該当するかどうかの判断が困

難であること，民法第１０８条の類推適用によって妥当な結論を導き得る以上利益相反行為

一般を禁止する規定を設ける必要はないことなどが挙げられていました。なお，利益相反行

為の効果については，判例法理と同様に無権代理すなわち効果不帰属と捉えるべきであると

の意見が多くありましたが，他方で，相手方や第三者の取引安全を重視して本人が一定の場

合に効果不帰属の主張をすることができるとする効果不帰属主張構成を支持する意見もあり

ました。 

  次に，「３ 無権代理」の「（１）無権代理人の責任」のうち錯誤に準じた免責に関する

意見について御説明します。部会資料３３－５の該当ページは３２６ページから３３０ペー

ジまでです。この論点では，無権代理人の責任を錯誤に準じて免責することに賛成する意見，

反対する意見がありましたが，賛成する意見の理由としては，現行法の無権代理人の責任は

重過ぎること，代理権がないことにつき善意の無権代理人に民法第１１７条第１項の責任を

負担させる理由は乏しいことなどが挙げられていました。ただし，賛成する意見の中には，

無権代理人に重過失がある場合のみならず，軽過失がある場合についても，無権代理人の責
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任を肯定すべきであるとの意見がありました。他方，反対する意見の理由としては，無権代

理人の責任を錯誤に準じて免責すると取引の安全を害することなどが挙げられていました。 

  最後に，「４ 授権」に関する意見について御説明します。部会資料３３－５の該当ペー

ジは３３４ページから３３８ページまでです。この論点では，処分授権に関する規定を設け

ることに賛成する意見，反対する意見，慎重な検討を望む意見がありましたが，賛成する意

見の理由としては，委託販売等の場合に授権者から相手方に直接権利が移転する旨を規定す

ることによって各当事者間の権利関係が明確になることなどが挙げられていました。他方で，

反対する意見，慎重な検討を望む意見の理由としては，授権の概念自体が不明確であること，

取次ぎや間接代理との区別が曖昧になること，実務上用いられる場面が限定的であるためそ

の必要性・有用性が不明確であることなどが挙げられていました。 

  以上，個別に御紹介した論点のほか，「第３３ 代理」について寄せられた意見は，部会

資料３３－５の２６６ページから３３８ページまでに記載されているとおりです。 

  「第３３ 代理」については以上です。 

○亀井関係官 次に，「第３４ 条件及び期限」について御説明いたします。部会資料３３－

５の該当ページは３３８ページ以下からです。 

  中間論点整理「第３４ 条件及び期限」，「１ 停止条件及び解除条件の意義」について

は，停止条件や解除条件の意義は一般には分かりにくく，条文上，明確化することに賛成の

意見が寄せられております。 

  「２ 条件の成否が未確定の間における法律関係」については，判例で示されている考え

方を明文化することに賛成する意見がある一方で，反対する意見も寄せられております。ま

た，明文化することに賛成の立場からは，故意に条件を成就させたというだけでは何ら非難

すべき場合でない場合が含まれることから，非難に値する場合を適切に要件化すべきとの意

見も寄せられています。 

  「３ 不能条件」については，原始的不能論の見直しに関する議論と平仄を合わせる観点

から，民法第１３３条を削除すべきとの意見がある一方で，削除に慎重な意見，反対の意見

も寄せられております。 

  「４ 期限の意義」については，分かりやすい民法とする観点から，期限の意義を条文上，

明確化することに賛成の意見が寄せられている一方で，規定を置くことに反対の意見も寄せ

られております。 

  「５ 期限の利益の喪失」については，適用関係を明確にするために，民法第１３７条が

定める期限の利益の喪失事由のうち，破産手続の開始の決定を受けたときについては破産法

に委ね，民法の規定は削除すべきとの意見が寄せられる一方で，民法にも何らかの規定を存

置すべきとの意見も寄せられました。また，同条第２号についても，何ら義務違反のない場

合が含まれないことを明らかにすることに賛成する意見がある一方で，削除することに慎重

な意見も寄せられております。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  それでは，ただいま説明のありました「第３３ 代理」及び「第３４ 条件及び期限」に

つきまして御意見をお伺いいたします。御自由に御発言ください。 

  予想以上に早く進んでいるんですけれども，カバーしている範囲が広くて，十分に，委員，

幹事各位の整理が追い付いてこない部分もあろうかという気もしますので，これから休憩に
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して，休憩後に休憩前に取り扱いました部分について御意見があればお伺いして，その後に

残った部分の説明，審議を行いたいとしたいと思いますが，よろしいでしょうか。それでは，

３時に再開をさせていただきます。よろしくお願いします。 

 

          （休     憩） 

 

○鎌田部会長 それでは，再開をさせていただきます。 

  休憩までに取り上げられました項目につきまして，御意見がありましたらお出しいただけ

ればと思います。よろしいですか。 

○中井委員 事務当局から紹介していただいた総論的な意見として，例外的な事例に関する判

例を明文化することによって，その適用範囲が拡大するおそれがあるとする懸念の意見紹介

がありました。これは恐らく確かにあるんだろうと思います。例えば想定されている一つの

例が暴利行為であったり，無効のところでいえば，複数の法律行為の無効の場合などが，こ

ういう御意見の念頭にあるのではないかと思うわけです。しかし，これまでに相当程度，理

解が得られているのは，判例等で具体的な事案を通じてではあるにせよ，一定限度，幾つか

の要件のもとで認められているという事実が少なからずあることは間違いない。複数の法律

行為の無効についても，同一当事者間であればなおさらのこと，具体的な事例の中で一つの

契約が無効であれば，他方の契約も無効にする必要性については認識され，現に一定の消費

者取引の分野などにおいてはそれが具体化されている。そういう現実があるときに，民法の

中にそれらに関する規定が何もない，民法を読んでも，そういう解決のあり得ることが理解

できないというのは，適当ではないように思うわけです。 

  だとすれば，具体的なそういう解決手法のあることを国民に示す意味でも，確かにどのよ

うな形できちっと要件化できるかという課題はあるにしろ，その課題を克服できるような議

論をできるだけしていくべきではないか。暴利行為に関しても，また，複数の法律行為の無

効についても，幾つか批判的な御意見があることは十分，パブリックコメントの結果，承知

いたしましたけれども，なお，要件を十分に検討することによって，明文化する方向で議論

をすべきではないかと，こういう意見を申し上げておきたいと思います。 

  もう一点，第３０の「５ 意思表示に関する規定の拡充」，つまり，不実表示に関する取

消し規定を設けることについて，大変多くの意見を頂いており，しかも，それを拝見すると

かなり消極的意見のほうが多い。この部会においてもユーザー委員の複数から消極的意見を

お聴きしまして，弁護士会委員としてはそれだけ反対が強いのかという思いをしたわけです

けれども，パブコメの結果もそのような意見が多かったわけです。 

  しかしながら，今回のパブコメの整理を見る限りにおいても，一番極端な一番広い場面を

想定して批判をすることによって，その案を否定する，採るべきではないとしている。これ

は，ここに限った議論ではないし，弁護士会も，そういう発想で相手の意見を批判すること

が多々あるのかと思いますけれども，提案されている内容の一番極論の場面を想定し，それ

を不適合だといって批判し，否定するという，仮にそういう議論で否定されるとするならば

非常に残念だなと思います。この意思表示に関する規定の拡充，不実表示について私の素直

な理解は，部会と同じことを言っても意味はないのかもしれませんけれども，少なくとも相

手方が事実と異なる不実の表示をして，表意者がそれを信じて法律行為をしたときに，どう
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して表意者がそのリスクを取らなければいけないかという基本のところについては，やはり

疑問があるのではないか。 

  そうだとすると，表意者を保護する必要性が一定承認されるなら，要件化の問題はもちろ

ん残り，相手方について過失は要らないのかと，表意者側にも過失がある場合はどうなるの

かと，取り分け重過失があったらどうなるのか，若しくは錯誤のような主観的，客観的要件

を組み込むのかといった問題はあるにしろ，具体化する前向きな検討は是非していただきた

い。パブコメの結果，ある最も不都合な場面を想定して，その提案自体，全て葬り去られる

ことについては，非常に残念だと思っておりますので，今後の審議においても歩み寄れる案

をできるだけ検討すべきではないかと，申し上げておきたいと思います。 

○鎌田部会長 大変貴重な御意見をありがとうございました。 

○佐成委員 今，中井委員がおっしゃった二点について，それぞれコメントさせていただきた

いと思います。まず，例外的な事例について判断を下した判例を明文化すべきではないとい

うような趣旨のことは我々経団連のほうからもそういった意見を述べておりますが，暴利行

為といったものについては全くそういうことは想定しておりません。例えば暴利行為につい

ては既に確立した判例法理がありますから，それを明文化するということについては，必ず

しも我々は反対しているわけではございません。ただ，この間もかなり申し上げましたが，

明文化したいとは思いますが，そうは言いつつも，やはり実務における濫用の懸念というも

のが，いわれのないクレームとかを年中，相手にしていますとぱっと頭に浮かんでしまうも

のですから，非常にそこら辺にちゅうちょを覚えるというだけのものなので，暴利行為など

を念頭に置いて例外と言っているわけではございません。恐らくここで念頭に置いているの

は，例えば事情変更の原則とか，そういったものだと思います。ですから，かなり例外的な

ものについて明文化するのはどうかなという，そういったような話だと思いますので，それ

を一般的に批判されても余り意味がないのではないかというのが一つ感想でございます。 

  それから，二点目でございますけれども，既に部会の審議でも申し上げましたけれども，

必ずしも不実表示について特則を設けるということについて，別にそれほど頑なに消極的な

主張ばかりをしているというわけでもありません。まずは，メインルールであります動機の

錯誤の整備，これについてはパブコメの結果を見ましても，大方，賛成で，やはり，国民一

般が動機の錯誤のメインルールはきちっと整備しましょうという方向性を支持しているのだ

ろうと私は感じております。ただ，そこに相当議論があり，甲案，乙案というように議論が

あって，なかなか，集約できないのに，更にサブルールである不実表示の規定まで設けると

いうのは，時期尚早ではないかということで部会でも意見を述べたものです。必ずしもそこ

を全面的に極論を想定して反対するとか，そういうことではございません。ですから，今後

もその辺については十分議論していきたいと感じております。 

○鎌田部会長 どうもありがとうございました。 

○中井委員 もう一つ，個別論点というよりは全体に関する事柄で。先ほどの取引の安全とい

うところの関係で，パブコメの中で，経済学的な発想というのでしょうか，コストの観点か

ら結構，御指摘いただいています。ある提案について，取引を行う上で支障が生じる，それ

を解決するとすればコストが掛かりますよ，それでよいのですか，こういう御意見が幾つか

散見されます。無効とか取消しとか，例えばですけれども，その範囲が広がれば取引におけ

るリスクが増えて，それによるコストが増え，それが取引全体のコストアップにつながる。
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社会経済的に見て，そのコストアップはどう解決するのかというボールが投げ返される。 

  それに対して，そこで起こった不都合はどう解決されているのかと考えると，当該意思表

示をした本人が財産を失うか，変な契約に巻き込まれるかしてコストを負担する。つまり，

特定の不幸な契約に巻き込まれた特定の個人が全体コストを負担して取引の安全を守るのか，

それとも，取引全体のコストが上がるかもしれないが個々の個人財産の保護を守るのか。そ

ういう一定の対立がある。そのとき，取引のコストのみを強調される考え方については抵抗

があります。取引保護のコストを下げるために特定の不幸な契約に巻き込まれた特定人の負

担に陥る，こういう解決はバランスが悪いのではないか，是非考えていただきたい。 

  不実表示についても，それが言えるのではないか。取引においては多少の言い過ぎという

んですか，多少の誇張があっても，結局，表意者が全てそのリスク，危険を自ら察知して負

担せよというのは，余りに弱肉強食の世界ではないか。これからの在るべき日本の取引契約

関係において，それが望ましい形なのかといえば，決してそうではないのではないか。そう

いう在るべき理想的な契約関係を目指していくのが民法の改正の道筋ではないかと思うので

す。 

○佐成委員 これだけを一般論で議論するのは必ずしも適切ではないとは思いますが，一応，

経済のコストということを御発言されましたので，一言だけ感想を述べさせていただきます。

そもそも一口にコストといっても捉え方がいろいろありまして，経済界一般で言っているの

は，社会全体の制度としてのコスト，全体的なコストということで，個々の取引におけるリ

スクの分配とか，その辺については，きちっと正義を貫くというような姿勢は我々は常に持

っております。社会全体のコストと比較して，過度に重いシステムを作って本当にいいのか

といった視点で考えておりますので，必ずしも一個人に全てのリスクを負担させるとか，損

失を負担させるという，そういうようなことを主張しているとは我々としては認識しており

ません。少し誤解があるのかなというところを感じた次第でございます。 

○高須幹事 すみません，お二人の後に私が話すのは申し訳ないんですが，今も御指摘があっ

たように取引のコストみたいなことも考えるとか，経済学的な視点を取り込んだ立法をする

とか，一定の限度ではというか，どこかの段階でそういうことが必要だというのが一方では

あると思います。でも，他方ではやはり個別解決というのを法は最終的に図るわけですから，

それだけで押し切るようなことがあると，多分，多くの方の共感は得られない法になってし

まうと思います。 

  大事なことは，バランスをいかに取るかというところであって，バランスを取るのがもの

すごく難しい作業だということを実感しながら，我々は，この１年半なり，２年なり，やっ

てきたのだろうと思うんですが，今の中井委員の御発言も佐成委員の御発言もそこをよく踏

まえて，結局，バランスのいい法律を作っていきましょうという御趣旨のようでございます

ので，そこに大きな違いはない。今日のところは，パブリックコメントの中にそれぞれの意

見があるということを我々はよく踏まえて，バランスのいい落ち着きどころはどこなのかと

いうところを探すことが求められているんだろうと，そのための貴重な材料を今回頂いたと

理解すべきではないかと思っております。本当に難しい作業だけれども，やはり，やってい

かねばならないのだろうと思っております。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

○岡田委員 前の戻ることになりますが，複数の法律行為の無効のところで，複数当事者のこ
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とに関しても入れるべきだという意見が結構あるような気がしますので，この部会での審議

と少し異なるかと思います是非，検討していただいたらどうかと思います。 

○鎌田部会長 分かりました。ほかにはいかがでしょうか。 

○中田委員 民法にどの程度，細かい規定を置くべきかという論点があります。今回の資料を

拝見しますと，例えば表見代理の規定の重畳適用のところですとか，あるいは無権代理と相

続といった点について，判例の明文化は望ましいという御意見と，むしろ，そんな細かいと

ころまで規定すべきではないという御意見と両方出ておりまして，非常に有益だと思ってお

ります。これは恐らく抽象的に議論しても余り進まないので，個別論点ごとにどういう考慮

をしながらバランスを取っていくかということだと思うんですけれども，もし，ほかの論点

においても，このようにどの程度，細かい規定を置くべきかについて意見の分布があるもの

がありましたら，今日以外のところも含めて，それを御指摘いただけますと，横断的に見る

ことによって全体としてのバランスが見えてくるのではないかと思います。 

○鎌田部会長 今，直ちに答える必要はないですね，この場で。答える準備が特別にあればで

すけれども。今すぐは難しいですか。 

○筒井幹事 御指摘をありがとうございます。中田委員から御指摘があったような論点が次に

出てくるときに，何か準備ができそうであれば，御報告したいと思います。 

○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

  それでは，次に部会資料３３－５の「第３５ 期間の計算」と「第３６ 消滅時効」につ

いて御審議いただきたいと思います。事務当局から説明をしてもらいます。 

○亀井関係官 「第３５ 期間の計算」について御説明いたします。部会資料３３－５の該当

ページは３４７ページ以下です。 

  「１ 総論（民法に規定することの当否）」については，引き続き民法に規定すべきとの

御意見が寄せられております。 

  ３５１ページですけれども，「２ 過去に遡る方向での期間の計算方法」については，分

かりやすい民法とする観点から賛成する意見が寄せられる一方で，新たに規定を設ける必要

はないとの意見や必要性などを慎重に検討すべきとの意見も寄せられました。また，規定を

置く場合には，民法だけでなく他法令における期間制限への影響も考慮して，検討すべきと

の意見も寄せられております。 

  ３５５ページ以降の「３ 期間の末日に関する規定の見直し」については，日曜，祝日以

外に休む業種があることなどから，期間の末日が日曜，祝日でない場合にも，取引慣行に応

じて同条の規律が及ぶべきとの意見が寄せられる一方で，見直しの必要はないとの意見も寄

せられております。 

  次に，「第３６ 消滅時効」について御説明します。消滅時効については，前回の会議で

御審議いただいた時効障害事由までの部分について御説明いたしたいと思います。部会資料

３３－５の該当ページは３５７ページ以下です。 

  まず，３６０ページで取り上げている原則的な時効期間についてに関しては，様々な意見

が寄せられました。まず，時効期間を短縮すべきとの御意見を御紹介いたします。 

  ３６１ページに記載されている意見，一つ目ですけれども，適切な権利行使を開始するの

に５年以上の期間を置く必要はないことや，債務者にとって防御のための証拠や事実経過の

記録を５年以上の長期にわたり残しておくことは負担が重いことなどを理由として，債権者
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にとって権利行使が具体的に可能となる時期を起算点として５年に短縮すべきとの意見が寄

せられています。また，その下の意見ですけれども，取引や通信のスピードが速まった時代

においては，取引から生じる権利を早期に確定する必要があることを指摘する意見も寄せら

れました。また，３６３ページの上から三つ目の意見ですけれども，短期消滅時効制度を撤

廃すると，これまで短期消滅時効制度の対象とされていた債権の時効期間が大幅に伸長され，

取引実務に大きな混乱が生じることが予想されること，短縮することに合理性があることを

指摘しつつ，時効期間を短縮することによる被害も大きいことから，時効期間の短縮には慎

重な検討を要するとの意見も寄せられております。また，３６４ページの下から二つ目の意

見ですけれども，３年程度に短期化されると早急に時効の中断をしなければならなくなり，

実務に与える影響が大きいが，５年程度であれば大きな影響はないとの意見も寄せられてお

ります。 

  これらに対し，原則的な時効期間を現行どおり１０年とすべきとの意見も寄せられており

ます。例えば３６９ページの上から二つ目の丸の御意見ですけれども，債権一般について早

期に権利関係を確定する必要性がないことや，短期消滅時効制度の廃止に伴い，これまで短

期消滅時効の適用を受けていた債権の時効期間が長期化することについては，新たな短期消

滅時効を設けることで対応すべきであることを理由に，現行の１０年を維持すべきとの意見

が寄せられています。また，３７０ページの下から二つ目の意見ですけれども，１０年の時

効期間満了間際に債権者から相談を受けることはまれではなく，一般市民に対する司法アク

セスが十分とは言えない現状で，原則的な時効期間を短縮することは，市民から権利行使の

機会を奪うことに直結する可能性があることから，現行の１０年の時効期間が適当であると

の意見があります。ほかにも現在の原則的な時効期間で特段の不都合は生じていないことや，

時効期間を短縮化すると，債権管理が複雑になることなどを理由として，時効期間を短縮化

することに反対の意見が寄せられております。 

  次に，３７６ページの短期消滅時効制度についてに関して寄せられた御意見を紹介したい

と思います。現行の短期消滅時効制度については，時効期間の違いに合理性があるか疑わし

いことや，それぞれの規定の適用範囲が明確でなく，予見可能性が損なわれていることを指

摘して，現在の短期消滅時効制度を見直すべきとの意見が寄せられております。これに対し，

短期消滅時効の見直しに反対する意見は，３８８ページの一番最後の丸の廃止はしないでほ

しいという御意見ですけれども，この１件です。また，その理由は述べられておりません。 

  次に，現在は短期消滅時効の対象とされている一定の債権など，比較的，短期の時効期間

を定めるのが適当であると考えられる債権の取扱いについては，様々な御意見が寄せられて

おります。まず，現在，短期消滅時効の対象となっている債権の時効期間については次のよ

うな意見が寄せられております。少し戻りますが，３８０ページの上から三つ目の丸ですけ

れども，電気料金の領収書を例に挙げ，債務者が弁済の証拠をいつまで確保しておく必要が

あるかという観点から考えると，これまで短期消滅時効の対象とされてきた債権について，

一律に原則的な時効期間を適用して，時効期間を長期化することは不都合であるとの意見が

寄せられております。また，３８０ページから３８１ページにかけての御意見には，レンタ

ルＣＤの延滞料に関する債権など，現行の短期消滅時効の期間の適用がある債権には，実務

に強く定着しているものがあり，このような債権に対する影響も考慮して時効期間を検討す

べきとの意見が寄せられております。また，３８７ページから３８８ページにかけての御意
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見ですけれども，小売業者の消費者に対する債権は，現在，２年の短期消滅時効に掛かると

されておりますけれども，現行の時効期間を前提にシステムを構築していることから，時効

期間が変更されると事務コスト等が生じるため，変更しないことを希望するとの御意見が寄

せられております。 

  次に，こうした問題への対応に関する御意見として，現在の原則的な時効期間に統一する

ことで特に問題はないとの意見が寄せられる一方で，原則的な時効期間を短期化することに

よって対応すべきであるとの意見も寄せられております。元本が一定額に満たない少額の債

券を対象として，短期消滅時効期間を設けるとの考え方に対しては，３７８ページの上から

一つ目の丸の御意見ですけれども，少額の債権であれば一律に短期消滅時効制度に服すべき

合理的な理由はないことや，現行制度でも大きな支障は生じていないことなどを理由に反対

する意見が寄せられております。この点については３８２ページにも，例えば一部弁済によ

って債権額が一定額を下回ることになった場合に，時効期間が変更されるとすると複雑な制

度になることや，同一の継続的契約から生じる債権であっても，債権額に応じて時効期間が

異なるのは実務上，混乱が生じることなどの理由を挙げ，反対する意見が寄せられています。 

  これに対しては，債務者が弁済の記録を保存しておく負担を考慮し，一定の少額債券につ

いての短期の時効を新たに設けるべきとの意見も寄せられております。例えば３８５ページ

の上から一つ目の丸ですけれども，少額の債券は社会生活上，弁済の証拠を受領しなかった

り，長期間，保存しなかったりすることが通常であることから，短期の時効期間とする必要

があるとの意見が寄せられております。このほか，短期消滅時効制度が消費者保護の機能を

有していることから，消費者に対する債権については，短期の時効を設けることを検討すべ

きとの意見も寄せられております。 

  次に，３９２ページの不法行為等による損害賠償請求権に関して寄せられた御意見を御紹

介いたします。まず，債権一般の消滅時効に関する見直しを踏まえ，不法行為による損害賠

償請求権の期間制限に関して，現在のような特則を廃止することの当否に関する御意見とし

て，例えば３９３ページの最初の丸ですけれども，通常の債権に関する消滅時効と区別して

考える必要性は乏しいことや，不法行為に関してのみ短期の消滅時効期間を合理的に根拠付

けることが困難であること，債権一般について主観的起算点からの時効期間と客観的起算点

からの時効期間とを設けるのであれば，不法行為等による損害賠償請求権についても当該規

定に従うこととすればよいことなどの理由を挙げて，不法行為についての特則を廃止する方

向で検討すべきとの意見が寄せられております。 

  これに対し，３９６ページには不法行為による損害賠償請求権は，長期間の経過後に初め

て損害や加害者を知る場合があること，損害の公平な分配や被害者保護の要請があること，

時の経過による証拠の散逸による立証の困難性が類型的に大きいことなどの特殊性があると

して，特則を廃止することに廃止することに反対する意見も寄せられております。 

  他方，生命・身体等の侵害による損害賠償請求権について，時効期間を長期とする特則を

置くことに関しても様々な御意見を頂きました。例えば生命及び身体の侵害に対する損害賠

償請求権については，被害者を保護する必要性が高いことから特則が必要だが，名誉侵害な

どの人格的利益に対する侵害については，その必要性に疑問があることとの御意見が寄せら

れております。また，３９９ページの一つ目の丸ですけれども，被害者保護や被害感情の沈

静化への配慮から，生命・身体の侵害による損害賠償請求権については長期の特則が必要で
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あるけれども，対象をいたずらに拡大させることは好ましくなく，対象となる被侵害法益や

主観的な要件で限定する必要があるとの御意見が寄せられております。 

  他方で，特則を置くことに反対の意見も寄せられております。少しページが戻りまして，

３９６ページから３９７ページにかけての御意見ですけれども，加害者及び損害等が明白な

事項や軽微な損害の事案など，生命・身体等の侵害の中には長期の消滅時効に掛かることが

適当とは言えないものがあること，加害者と目された者の反証の困難性にも配慮する必要が

あることなどの理由から，特則を設けることに反対であるとしています。このほか，生命・

身体等の人格的利益という基準は，権利の消滅を規定する要件として曖昧であることなどを

指摘して，特則を設けることに反対の御意見も寄せられております。 

  時効の起算点に関する御意見を御紹介したいと思います。時効の起算点については，主観

的起算点と客観的起算点とを組み合わせたものとすることに対して，賛成の御意見と反対の

御意見が寄せられております。賛成の御意見としては４１１ページですけれども，一つ目の

丸ですが，債権者にとっての現実的な権利行使の可能性という観点から，主観的起算点と客

観的起算点とに分けて時効期間を規定することの合理性を指摘する御意見，二つ目の丸です

が，国際的な傾向に沿っていることを指摘する御意見などが寄せられております。これに対

して反対する御意見としては，主観的事情を考慮すると時効の起算点が不明確になることな

どを指摘する御意見が寄せられました。 

  また，預金債権等について起算点の特則を置くという考え方については，４１３ページか

ら４１４ページにかけてですけれども，国民一般の感覚からは預金が時効で消えてしまうこ

と自体が納得しづらいことから，預金債権について例外的な取扱いをすべきとの意見が寄せ

られております。また，４２４ページの一つ目の丸ですけれども，判例や金融実務を踏まえ

て預金債権に関する時効の起算点を明確化すべきとの意見や，その下の二つ目の丸の御意見

ですけれども，少額の預金口座の管理のために金融機関が多大な事務負担やコストを掛けて

いることから，預金口座の最後の入出金がされたときを時効期間の起算点とすることを検討

すべきとの意見が寄せられております。これに対しては，預金債権の起算点について特別に

考えなければならない理由があるか疑問であるとする御意見，預金債権のみをほかの寄託契

約と異なる取扱いをする合理的な理由がないとする御意見など，反対の御意見も寄せられて

おります。 

  次に，４３４ページで取り上げている時効の中断事由に関しては，分かりやすさの観点か

ら新たな時効が確定的に進行することとなる事由を条文上明記することに賛成する御意見が

寄せられております。これに対しては４４１ページですけれども，下から一つ目の丸，最後

の丸ですが，現行法で定着している制度を変更することで混乱が生じるという反対意見もあ

ることを紹介する意見が寄せられております。 

  最後に，４４２ページのその他の中断事由の取扱いにつきましては，時効期間の進行の停

止とすることを支持する御意見として，実態に即しており，市民感覚にも合致することを挙

げる意見などがありました。他方で，現行の停止事由と同様に取り扱うことを支持する御意

見として，事由がやんだ時点での残期間を把握することが困難なことや，複数回，事由が発

生する場合には時効管理が複雑化し，分かりづらくなることを挙げる意見などがありました。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  それでは，ただいま説明のありました範囲の全般につきまして御意見をお伺いいたします。
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御自由に御発言ください。 

○高須幹事 多少，手前みその指摘でございますが，４６４ページの債権の一部について訴え

の提起等があった場合の取扱い，御指摘のところでは最後の部分でございますが，以前に一

部執行についても議論の対象にしていただきたいという発言を私がさせていただいて，ペー

パーも出させていただいたところでございますが，今回のパブコメを見ますと，全部が全部，

指摘いただいているわけではないのですが，債権の一部について訴訟がなされた場合に時効

障害を認めるべきだという意見を頂いているパブコメの中では，執行についても同様と考え

るべきだという意見が比較的多かったようでございます。パブコメの中にも，そういうこと

も検討すべきだという意見があるということを指摘させていただきまして，引き続き御検討

いただければ有り難いということでございます。 

○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

○沖野幹事 今の該当の部分ではないのですけれども，むしろ，全体についてということで，

二点，申し上げたいことがあります。先ほどの中田委員の御指摘に触発されてなんですけれ

ども，民法にどの程度の詳しさのルールを置くべきかはいろいろなところで問題となります。

例えば消費者関係の規律でもその内容とともに民法に置くのがふさわしいかといった詳細さ

の度合いの点からも，問題になるようなことがほかにも出てくるということがあります。パ

ブリックコメントの結果の紹介を頂くときに，特にこういうところで意見が出ているという

点を注意喚起の意味で御指摘いただくということは，とても重要なことだと思います。他方

で，個々の問題のところで心にとめているだけでいいのかというのも気になります。そうい

たしましたときに，例えば，内容はともかく，民法にここまでのことを置くべきなのか，置

くべきでないのかというような観点といいますか，そういったことが問題となった項目一覧

のような形で，やがてでいいと思うのですけれども，そのような観点からの検証が必要では

ないだろうかと考えました。 

  そのことは，それぞれ項目ごとに，問題ごとに検討していった後に，あるいは中間的な段

階において，別の観点からの横断的な考察というものが必要になってくるのではないかとい

うことでして，そのようなものとして，もう一つ，申し上げたいと思います。今回，総論の

ところで東日本大震災の問題が取り上げられており，これに対して，この部会での検討をど

うしていくかについては，冒頭におまとめになられたような形で，筒井幹事が一般的な話と

して一定の考え方を示されたところでもありますし，これによって中断する必要はないとい

う部会長のおまとめに異論もありません。東日本大震災に関しての問題は，復興に大きな人

力，時間が取られることによって，どうしても債権関係の改正の検討のために割くところが

不十分になるという問題と，そのこととともに，新たな問題がこれによって提起されてくる

ところがあって，それを十分に考慮しないで一般法を作ってしまって大丈夫かという，二つ

の問題が提起されていると思います。 

  震災による問題には既に阪神・淡路大震災で出た問題もあると思いますが，今回，新しい

問題というのも出てきていると思われますし，また，より明確に浮かび上がってきた問題と

いうのもありまして，パブリックコメントの中で民法の規律の在り方に関し具体的な例示も

されています。これらについては，取り分け弁護士の先生方や関係者の皆さんが正に実践で

やっておられることですし，研究者の中でも例えば雑誌の特集なども組まれたりして，いろ

いろ問題関心も出てきているところです。そうだとしますと，個別に既にそういうことは考
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慮している面があるという例を筒井幹事が言ってくださったところなのですけれども，やは

り漏れがないかとか，横断的に震災との関係で新たに出てきたような問題に十分対応ができ

ているか，あるいはその点は必ずしもこの中では入れなくてもいい問題として考えていいの

かというような，その検証自体も一種横断的な形でやる必要があるのではないかと思います。

そのために部会の審議を止めるよりはむしろ継続して，そういうことに注意を払いながら，

そして，その観点からの例えばヒアリングですとか，その観点からの検証の回を設けるとか，

そういうような配慮が必要ではないかと思ったところです。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

○中井委員 時効に戻るのですが，このパブコメの整理したものを拝見して，例えば時効の起

算点と期間について，様々な意見が出ていることが理解できました。前回の部会では必ずし

も意見が一致したわけではなくて，相当，方向性の違う議論になって終わっているわけです。

当初，第二読会が始まるときにもどうなるんだろうかと思っていたことですけれども，来年

９月まで一通り，各論点についてこういう形で審議を進めること，それ自体に私も異論があ

りません。時間が足りないから，たくさん期日が入るのかなと少し恐れていますけれども，

それはさておき，来年９月を目指して中間試案のたたき台の作成に掛かる。とはいえ，これ

だけ議論の分かれているままで，審議が終わって，来年９月までは改めて消滅時効に関する

基本的な議論がなされない。この状況でたたき台をどのような形でおまとめになるのか，ま

た，まとめられるのか。そのあたりについて不安があります。 

  私のつたない発言に対して，潮見幹事や内田委員から貴重なそして厳しい指摘を受けたわ

けですけれども，弁護士会で意見が本当にまとまるかどうか，全く分からないんですけれど

も，山野目幹事から御指摘を受けたこともあり，文書に落として提案の準備をしようとは思

っています。そういう形で幾つかの具体的提案を踏まえて，結局は来年９月，事務当局でお

まとめいただくことになるのだろうと思うのですが，本当にそれでいいのかという素朴な心

配，懸念がございます。それは進め方に関わるんですけれども，こうしたほうがいいのでは

ないかという，意見をお聴かせいただければ有り難いし，事務局としてもどのように考えて

いるのかお聞かせいただきたい。 

  それに関連して，不法行為等による損害賠償請求権について，権威のある民法学者からパ

ブコメ意見が出ている。ここでも，主観的起算点と客観的起算点を不法行為の中に残しなが

ら，他方で，契約に基づく債権の消滅時効についてどうするのか根本の整合について，議論

が散漫なままです。来年９月，どうなるんだという背景事情の一つでもあります。 

○筒井幹事 この部会における審議の進め方に関して，沖野幹事と中井委員から御発言を頂き

ました。ありがとうございます。 

  沖野幹事からは，横断的なテーマとして二つ例を挙げていただいたわけですけれども，そ

ういった観点からの検討の機会は，是非実現する方向で考えていきたいと思います。どのよ

うな時期にどのような時間配分でといった細目は，また別途考えてみたいと思いますが，第

１ステージにおいても各論点の一巡目の審議の最後には，全体を見渡すような論点について

議論する機会を持ちましたので，第２ステージにおきましても御指摘があったような広い視

点からの検討の機会を持つことについて，考えてみたいと思います。更に具体的な提案があ

りましたら，いずれまた事務当局にお伝えいただければと思います。 

  それから，中井委員から，取り分け意見が分かれている論点，議論がまだ十分に詰められ
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ていない論点についての，今後の見通しについてのお尋ねを頂きました。その点については，

私が何か具体的な見通しを持っているわけではないので，ここで私が説明するというよりは，

是非，様々な提案を今後もお出しいただきたいと思っております。ただ，中間試案のたたき

台を事務当局からお示しするところに向けての審議の進め方の一つの工夫として，第２ステ

ージにおける一巡目の審議を終えた段階で，すぐに中間試案のたたき台を示すのが適当なの

か，あるいはその一巡目の審議を終えた段階で意見が大きく分かれている重要な論点につい

て，更に詰めた議論をする機会を間に挟んだ上で，中間試案のたたき台の議論に入るのかと

いった進行上の工夫については，第２ステージの議論を始める当初にも触れたことではあり

ますが，第２ステージの今後の議論の進み具合を見ながら，また改めて考えていきたいと思

っております。 

  先ほどの中井委員の御発言は，そういった二巡目の議論といいますか，中間試案のたたき

台の審議に入る前にもう少し相互理解を深める議論が必要ではないかという方向を御示唆い

ただいたのだと，私は受け止めました。そういった審議の進め方の工夫について，私どもに

おいても更に考えていきたいと思いますし，また，様々なアイデアをお伝えいただきたいと

考えております。 

○高須幹事 今の御発言ですが，二巡目の議論といいますか，そういう形がもしできるのであ

れば，やはり私もしていただいたほうがいいのかなと。現在までの理解でも，どうしてもま

だ意見が必ずしも方向性が見出せないものも多々あるやに思いますので，これでいきなり中

間試案の取りまとめのための議論ということになると，少しプロセスを省いてしまうような

イメージを受けるものですから，是非ともそういう議論の場を設けていただいて，もう一度，

議論することの機会を与えていただければと思います。 

○山野目幹事 ただいま，話題になっておりますこと，取り分け筒井幹事から御示唆がありま

したように，今，進めている論点を順次，検討した後の中間試案に向かう間に，何らかの検

討の機会を設けるという御提案の御示唆は，現在の議論の状況から見て，適切な時宜を得た

ヒントを頂いたと感じますとともに，私の感ずるところでは，取り上げている論点の全てに

ついて，それをする必要はないであろうと感ずる部分もございます。現在のここまでの調査

審議で見てきた論点の中にも，確定的に完璧に詰められたかというと，そうではないかもし

れませんけれども，委員，幹事，事務当局が若干の努力をすれば，中間試案のところまで届

くというふうな方向性が見えてきているものも少なくはありません。 

 反面において，到底，このままでは中間試案に届かないだろうということがかなり明瞭な

論点もございます。事務当局におかれましては，そのような言わば中間試案に向かうまでの

間のところの中２階的な全体審議を必要とする事項で，分科会に委ねるような技術的事項と

も言い難いようなものを幾つか絞って整理していただくという作業を今後，並行してお心配

りを頂ければ有り難いと感じます。議事の進め方について，そのような総論的意見を持ちま

すと同時に，中井委員がおっしゃった時効の問題は，今，申し上げたような中２階的な検討

をしなければならない問題の典型であると感じますから，そのことも申し上げさせていただ

こうと考えます。 

 パブリックコメントの結果を拝見いたしまして，非常に特徴的なこととして痛感したこと

ですが，短期消滅時効制度を廃止するということに関しては，若干，ニュアンスを異にする

意見もございましたけれども，これだけいろいろ意見が分かれる論点が多い中で，寄せてく
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ださった圧倒的多数の意見が短期消滅時効制度をこのままにしておくことは相当でないとい

う，意見のほぼ一致に近い分布が見受けられます。半面において短期消滅時効を廃止した後，

どうするかということについては様々な見解の分岐があり，それが消滅時効改革の全体的な

グラウンドデザインの帰趨に影響する部分があると感じます。いずれにしても，このパブリ

ックコメントの意見分布を接したことによっても更に，消滅時効改革が避けて通ることがで

きない論点になったということが明瞭になったと感ずるものでございますから，先ほど中井

委員が強調されたのと同じような意味で，複層的な検討の機会を工夫していただくようにお

願いするという希望を申し述べさせていただきます。 

○内田委員 時効の点について，今の山野目幹事の御指摘に私も非常に共感するところがござ

いますので，一言，申し上げたいと思います。率直に言って，今，部会の時効の議論はかな

り拡散した状態にあると思います，ですから，直ちにそれで何か方向性を出すということは

できない状態にあると思います。そして，パブコメで出てきた様々な意見，特に実務的な要

請から出てきている意見は，やはり，全てそれに応え得る制度を作る努力をしなければいけ

ないと思います。他方で，時効制度というのは原則の期間は何年がいいですかとか，あるい

は交渉することが停止事由になるのがいいですかとか，一つ一つを取り出して，個別に議論

すれば済むという話ではなくて，全体が一貫して整合的なまとまりを成した一つの制度なの

だと思います。 

  そうすると，これからの来年９月以降に向けての事務当局内部の検討は，この部会で出て

きた様々な意見を取り上げて，それを仮に制度化するとしたときに，全体が整合的に作り上

げられるか，そして，それがパブコメで出てきた実務的な様々な要請とか，意見に対応でき

るものとして作り上げられるかどうかという，そういう時効の完成品モデルを幾つか精緻に

作っていく，原案的なものとして作っていくという作業になるのだろうと思います。ですか

ら，原則期間は何年が私はいいと思う，というだけでは済まないわけで，それに立った上で

様々な要請に応えられる制度を精緻に全体として作れるか。それを試みる必要があるわけで

す。これはなかなか大変な作業ですので，是非，様々な御意見をお出しくださった委員，幹

事の皆様は，今，中井委員からは文書に落として意見を出そうと思うと言っていただきまし

たけれども，そういう御意見を是非出していただいて，幾つかのモデルを作る助けになるよ

うな御助力を頂ければと思います。 

○岡委員 時効のところですが，どこかのコメントにもありましたけれども，政策的問題であ

って，議論して一致できるものではないように感じました。 

  三つ申し上げたいと思いますが，３６９ページの上から三つ目の丸，弁護士の意見ですが，

これらの５行目，６行目あたりのところで，そもそも時効は非権利者だった者に権利を与え

る制度ではなく，真の権利者の権利を保護し，弁済した者の免責を確保するための制度であ

る，したがって，短縮化自体が不当である。これが一つ法感情として根強くある意見だろう

と思います。これがあることは否定できない話です。ただ片や，３６１ページの短期化に賛

成の意見でまとめられているほうの負担を軽くしてあげるべき類型もある。これもあり得る

意見でございますので，それをどう調整するかという大きな価値判断の問題ですので，この

法制審議会でどんなふうに議論していったらいいのか大変だなと改めて感じました。 

こういう価値判断が一つ，二つ，三つあって，この三つをうまくミックスさせるのが大事

なんだというあたりを整理して，最後は国会なり，国民の意見を聴くべきことになるのだろ
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うと思います。議論して一致できる話ではない，拡散をしているようだけれども，あり得る

価値判断をできるだけ分かりやすい言葉でくくって，それで，皆さんに意見を聴くと，こう

いうのが方向かなと感じたのが一つでございます。 

  二つ目に，時効期間の原則的な数字のところの意見について，ざっと読む限り，３年，４

年というのを支持する意見はないのかなと感じました。立法意見でも，３，４，５という選

択肢を挙げられていましたけれども，読む限り，５年というのが圧倒的多数でパブコメでも

そうでしたし，ここの会議でもそのような方向があったと思います。審議もここまできまし

たので，３，４，５という従来の選択肢は，５年に絞り込んで前に進むのはいかがでしょう

か。やはり，パブコメを踏まえて徐々に進路を狭めていくようなことを，せっかくこれだけ

頂いたわけですから，すべきではないかというのを一つ感じました。 

  最後に，主観的起算点のところについても４１１ページ以降を読みますと，詳細には読ん

でいませんけれども，ざっと読む限り，賛成意見というのは４１２ページの真ん中あたりま

でで，それ以外は主観的起算点については反対意見が圧倒的に多いようです。数で決めるわ

けではないのでしょうし，未知のものに対する恐怖だけということもあるのかもしれません

が，少なくともパブコメの現時点の大勢は，主観的起算点の創設に消極です。これを踏まえ

て，先ほど内田先生のおっしゃった幾つかのモデルを作るのでしょうけれども，モデルを作

るときの優先順位としては，主観的起算点を採用しないほうを優先順位に挙げるのがパブコ

メを踏まえた対応と思います。もちろんここの部会でもう一回，議論するんでしょうけれど

も，私の感触としては，このパブコメを踏まえると主観的起算点の導入というのは，優先順

位を今までよりは下げるべきではないかと感じました。 

○内田委員 ただいまの岡委員の御発言に関してですが，時効の存在理由について根本的な対

立があるというのは，そのとおりだと思います。私の先生の星野英一先生は時効は不道徳な

制度であるという主張をされた先生ですので，私はそういう教育を受けましたし，ですから，

弁護士会の御意見も私には非常によく理解できます。 

  しかし，我々は白紙から制度を作っているわけではないので，民法の短期消滅時効制度を

含め，実は特別法に短期の時効は一杯あるわけですね。そういう実定法体系のもとで，既に

１世紀以上，経験を積んできている実績を持っているわけです。その上で改正をしようとい

うわけですから，理念先行で学理的にそもそも時効の存在理由はこう在るべきだからという

ので，白地に絵を描くような制度設計をするわけにはいかないだろうと思います。やはり，

これまで実際に短期の時効の下で運用されてきた実務というのはたくさんある，そして，そ

れを変えるなという意見も出てきているわけですので，それを踏まえた上で，そういう様々

な要請に応えられる全体としてのモデルが，幾つ作れるか分かりませんが，幾つか作って，

それぞれの相互の優劣を議論するという，そういう検討をしていく必要があるのではないか

と思います。これが存在理由についての点です。 

  それから，３年，４年についての支持がないという御意見でしたけれども，事実としては

そうだと思いますが，今，申しましたように特別法の短期の時効はかなり短いものがたくさ

んあります。もちろん，民法の改正だから特別法は別に変わるわけではないと言えるかもし

れませんし，あるいはもしかしたら，民法の原則が変わると整備法で影響を受けることがあ

るのかもしれない。様々な影響も考えながら，民法の原則がどう在るべきかという議論をす

ることはやはり必要だろうと思います。これは別に比較法的な趨勢がどうこうという話では
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なくて，日本の実定法の内在的な問題として，全体としてどういう原則がいいかという検討

は必要だろうと思います。 

  最後に，主観的な起算点について，これもパブコメの大勢が支持していないので，方向性

を決めてはどうかということなのですが，逆に比較法的には主観的な起算点が大きなすう勢

になっている。なぜ，そうなのか。我々はそれをきちんと理解した上で議論しているのだろ

うかということは，やはり十分，考える必要があるだろうと思います。基礎的なことについ

ての十分な理解，深い理解を経ずに，何となく今までこれでやっていたのだからいいのでは

ないかということで方向を決めて，将来，また改正しなければいけないような事態が起きな

いように，飽くまで，将来的にも我々はこれでいく，なぜなら，理由はこうだからだという

ことを対外的にも示せるような，そういう制度設計をすべきだろうと思います。そこの検討

はまだなおする余地はあるのかなという気がいたします。 

○鎌田部会長 ありがとうございました。 

  ほかに御意見はいかがでしょうか。 

○高須幹事 やや時期が後れましたが，先ほど横断的な検討が必要ではないかという沖野幹事

からの御指摘があって，私もそういう観点もやはり必要だなと思っているわけなんですが，

そのひとつの問題として，立証責任という問題をどこまで今回の民法の改正の中で考えるの

かを検討すべきと思っています。現在の議論の中には，民法にはそういうものは一切取り込

まないで，立証責任は訴訟法で解釈するというか，考え方によって対処すればいいんだとい

う一番極端な意見があり，他方では，飽くまで法律に書かれるはずだから法律の規定による

べきだ，民法典に全て盛り込むべきだという，また，極端な意見があって，その間ぐらいで

揺れ動いているというのが現在の考えというか，実務的な運用でございましょうから，当然，

民法を改正するという場合には，そのあたりについて，今回の改正の中でどういう方針を示

すのかということも大事だと思いますので，これも実はすごく大変な作業だとは思うんです

が，可能な範囲で，そういう改まった検討をやはりできたらいいなと思っております。 

○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

○岡委員 先ほどの内田先生のお話をちょっと考えていたんですが，普通の人間の感情として

主観的起算点に対する違和感というか，忌避感というのは権利を行使しなかったから消える

という価値判断に対する違和感だろうと思います。商売だとか，そういうものであれば，消

えてもやむを得ないという感覚があるのでしょうけれども，損害賠償請求権とか，過払請求

権だとか，一般の権利について権利を一定期間，行使しないから消える，行使できる主観的

な事情があるんだから行使すべきだ，そういう論理に対する違和感が，普通の人には結構多

いのではないかという気がいたします。このコメントを読んでおりましても，権利行使がで

きるのに一定期間しなかったら権利が消滅するという論理が納得性を持つのは特定の債権で

あって，広く，それを言われると，かなり違和感をみんなが感じているということではない

かと思いました。 

  比較法で言われるときに，もう少し，先生がおっしゃるように誤解はしてはいけないと思

いますので，違和感みたいなものを解きほぐす何か理念的な説明があれば，また，変わって

くるのかなと思いました。 

○鎌田部会長 ほかに御意見はいかがでしょうか。 

○中井委員 時効に関連して，パブコメを読ませていただいて，なるほど，こういう観点につ
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いて私自身余り意識していなかったなと思う二点，御紹介だけ。皆さんは十分認識して御発

言だったのかもしれません。一点目は４０３ページで，７２４条との関係で国賠法上の損害

賠償請求権との関係で留意をしておくべきだという御指摘で，大変参考になりました。 

  もう一点は合意による時効期間等の変更の部分で，４２７ページの上のほうでお二人から

ありますけれども，この合意の問題というのは当事者間同士の問題にとどまらない。ここで

は債権譲渡の話，保証の話，右側では代位請求権者との関係，４２９ページのほうでも債権

譲渡との関係，当事者間の合意の問題にとどまらず，当事者以外のところにも影響するとい

う御指摘です。これは部会審議のときにも，それほど御発言はなかったように思いましたの

で，パブコメで大変貴重な御示唆を頂けているのではないかと思いました。 

○鎌田部会長 ほかにいかがでしょうか。 

  今回のパブリックコメントは，中間的論点整理についてのパブリックコメントですから，

一番直接に関連するのは先ほど来の議論の中でいえば，こんな細かいことまで取り上げる必

要はないというふうな形での意見が，一番直接求めに応えたコメントになってくるのかと思

います。その点では，こういう論点は取り上げる必要はないというのが圧倒的多数を占めた

ような項目はないということを前提にして，御報告を頂いたと思いますけれども，そういう

認識でよろしいですね。 

○筒井幹事 そのとおりです。 

○鎌田部会長 その上で，先ほど来，沖野幹事や中田委員から御指摘がありましたように，も

う一度，こういう細かい論点にまで民法で規定をする必要があるのかということを横断的に，

また，パブコメの結果も踏まえて整理する機会は設けたほうがいいだろうと考えますので，

その点について事務当局でまた整理をしていただければと思います。 

  内田委員から御指摘がありましたように，今回，項目は，言わば一つ一つの制度を輪切り

にして，考え方を並べていますけれども，時効でいえば一つの時効制度として縦に貫くとど

ういう姿になるのか，これを考慮に入れないと制度設計できないので，それらを整理して次

の段階での議論をすべきである。これは時効に限らず，同じような考慮をしなければいけな

い論点があって，そのうちの幾つかについては，既に分科会にも検討の基礎となるような考

え方の整理をお願いした部分はあると思いますので，単純に次のラウンドまで検討が必ずし

も完全なお休みになるわけではありませんけれども，分科会での御議論，そして部会での御

議論，更に部会での一定の議論を経た上で，もう一度，補充的な議論が必要なものについて

はそれをしていくという形で，議論を進めていくべきであるという御意見を頂戴したところ

でありますので，そういった考え方に従って，できるだけ，当初，考えたスケジュールを前

提にしつつ，うまく全体の議論のスケジュールを組み立てていきたいと考えているところで

ございます。 

  ほかに進め方も含めてで結構でございますけれども，御意見がありましたらお出しいただ

ければと思います。 

○山本（敬）幹事 今後のことも含めての質問に当たることを述べさせていただければと思い

ます。 

先ほどから，個々の項目について，必ずしも部会で立ち入った議論が行われていないけれ

ども，パブリックコメントで示唆されていた問題が幾つか出ていました。例えば，状況の濫

用や脱法行為等，幾つもあったように思いますが，こういったものについて，今後，どのよ



- 35 -

うな形で検討を進めるのかということが，一つの問題です。 

もう一つの問題は，今日はこのような形でパブリックコメントとして，どのような意見が

出たかということが分かる形で，それについて検討するということができましたが，今後に

関しては，事務局の説明によりますと，今後の部会資料を作成する中で，その中にパブコメ

の意見も織り込んで部会資料を作りたいということだったかと思います。 

  その際に，パブリックコメントでこのような指摘があったということを明示して書かれる

のか，書かれないのか。私は，やはりパブリックコメントでこのような意見があったという

ことが分かる形になっているほうが，審議を進める上で，それについてはパブリックコメン

トの該当部分を見ないといけないということも分かるという意味で，望ましいのではないか

と思います。最後は意見になりましたけれども，私からは以上です。 

○筒井幹事 ありがとうございます。そのような御要望にできるだけ沿う方向で考えたいと思

います。 

○道垣内幹事 山本幹事がおっしゃった最後の点に関連してですが，パブリックコメントの総

論部分にも，いろいろな形で国民の意見をいろいろ聴いて参酌していくべきであるという意

見が多数寄せられており，それは全くそのとおりだと思います。そして，そのような意見表

明の方法には，例えば大学に所属している学者ですと，自分の大学の紀要とか，あるいはそ

れ以外の雑誌とか，弁護士さんや企業実務家の方もそうですけれども，そのような媒体に意

見を載せることがあり，実際，これまでも御意見をお書きになっていらっしゃる方がいらっ

しゃるわけです。そのとき，そのような媒体に載せられた意見は，法制審議会という組織体

との関係において，パブリックコメントとして出された意見との間に，優劣関係があるのか

ということなのです。 

  先ほどの岡委員の御発言にも関係するのですが，パブコメで多数であったというのはどの

ような意味を持つのか。更には，今，山本幹事がおっしゃったように，この意見はパブコメ

で寄せられた意見ですと書くことは，この意見は○○という雑誌に載った意見であると書く

こととは違うのか。私にはよく分からない点もありますが，個人的には，パブコメも雑誌論

文も同等ではないかと思うわけでして，そうなると，パブコメで９０％が甲案だから，乙案

は切っていいということにはとてもならないと思いますし，資料を作るときにも，特にパブ

コメにおける意見であるということが何らかの形で重んじられるべきなのかというと，どう

もそうはならないような気がします。しかし，それは私の法制審議会という組織体について

の理解の不足に起因するものなのかもしれませんので，御意見というか，御説明いただけれ

ばと思います。 

○筒井幹事 ありがとうございます。パブコメという形で寄せられたものでなくても，今回の

民法（債権関係）の改正に関して様々な形で発信されている意見については，我々としても

できる限りアンテナを高くして情報収集をして，そういったものを吸収しながら，これまで

にも資料作りに努めてきたつもりであります。 

  先ほど山本敬三幹事から御指摘がありましたのは，これまで部会で議論されてきたことの

整理だけではなくて，パブコメで寄せられた意見を事務当局で新たに付け加えて部会資料の

中で紹介する際に，そのことが明示されていれば，これまでの部会の場で直接には出ていな

い議論を付け加えたことが分かりやすくてよいのではないかという御指摘であったと思いま

す。それを明示する際に，パブコメの該当ページを引用するような形で書くとすると，道垣
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内幹事がおっしゃったような観点からは，パブコメ以外の文献の意見を紹介するときには，

その文献を部会資料で引用するということになるかもしれません。その辺りをどのように折

り合いをつけるのかは，部会資料の作成上の技術的な問題になりますので，事務当局にお任

せいただきたいと思いますが，ただ今の御議論は，従来，部会で議論されていなかったこと

を部会資料に付け加える際に，何かノーティスがあるとよいのではないかという御指摘とし

て受け止めて，今後，どのような対応が可能かということを考えていきたいと思っておりま

す。 

○鎌田部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

  それでは，本日の審議はこの程度にさせていただきます。 

  最後に，次回の議事日程等につきまして，事務当局から説明してもらいます。 

○筒井幹事 次回会議は，１１月２９日，火曜日，午後１時から午後６時まで，場所は法務省

地下１階の大会議室になります。次回会議の議題は，前回会議の続きになりますので，消滅

時効の効果から始めまして，債権の目的，履行請求権，債務不履行による損害賠償などを取

り上げていくことになると思います。また，次回会議用の新たな資料についても事前送付す

る方向で準備中ですので，それについても次回会議の審議の対象になり得るということだと

思います。そのような方向で準備を進めたいと思いますので，よろしくお願いいたします。 

  それから，分科会の開催に関する連絡事項ですけれども，次は第２分科会の第１回会議が

１２月６日火曜日に予定されております。次回の部会の際に，正式に，そして正確な情報を

御案内しようと思いますけれども，本日の会議の冒頭で鎌田部会長から，時効について，既

に審議済みで分科会で審議するということが決まっているものについての御発言でしたけれ

ども，第２分科会で審議していただくという御報告がありました。それについて審議する機

会が第２分科会の第１回会議になります。来月１２月６日，時間は午後１時から午後６時ま

でを予定させていただこうと思います。よろしくお願いいたします。 

  また，この分科会の開催の関係については，部会の次回会議で，正式に正確な情報をお伝

えいたしますけれども，固定メンバー以外の委員，幹事，関係官でこの分科会への出席を希

望される方については，この日の日程を空けておいていただけますようにお願い申し上げま

す。 

○鎌田部会長 本日の審議はこれをもちまして終了とさせていただきます。 

  本日も長時間にわたって熱心な御議論を賜りまして，誠にありがとうございました。 

－了－ 


